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日本最大の内陸直下地震
～1891年濃尾地震～

1891年 （明治24)10月28日に発生した濃尾地

震 （M8.0）は、日本の地震観測史上、ただ一つ

だけ知られている内陸直下の巨大地震である。

地震の発生は午前 6時39分、震源地は根尾川

上流にあたる本巣郡能郷村 （当時）付近であった。

この地震により、家屋の全壊14万2,177戸、死

者の数は7,273人にのぼった。

地震とともに各所で出火した岐阜市では、午後

2時ごろから強い北西の風が吹きは じめ、 夜 8時

ごろには市内 面の火災とな った。鎮火したのは、

翌日の午前11時ごろだったという 。

名古屋市の被害 も大きく 、848戸が全壊、死者

190人にのぼった。当時広壮な建物として注目さ

れていた煉瓦づくりの名古屋郵便電信局が、瞬時

に崩れて （写真1）、死者 6人、共和学校では校舎

の倒壊により死者10人あまり、名古屋監獄で死

者12人、このほか県庁、警察箸、裁判所、市役

所などの建物が倒壊した。また名古屋と熱田の停

車場も全壊した。

熱田町では、やはり煉瓦づくりの尾張紡績工場

（写真2）が倒撲し、女工など38人が圧死したと

し、つ。

長良川にかかる東海道線の鉄橋も、 5スパンの

うち 3スパンが落下した （写真3）。

最も激しい揺れに見舞われたのは、根尾川や揖

斐川の上流部で、根尾谷では、総人口3,346人の

うち死者142人、家屋の倒壊率は94%にも及んだ。

この根尾谷を中心にして、顕著な地震断層が出

現した。水鳥村で、は、上下約 6m、水平約 2mの

左ずれの断層を生じた （写真4）。 この断層は、現

在もその一部力、資料館に保存されている。

震源地の周辺では、山地のいたる所で大規模な

斜面崩壊が発生し、山容が一変した （写真5）。 根

尾川は、崩壊した土砂によってせき止められ、各

所に湖水を生じた。最大の湖は、幹線道路を遮断

し、 以後大正時代まで船を使って交通の便を図ら

なけれは、ならなかったという。

また平聖子部では、地盤の液状化による地割れや

噴砂現象などが、いたる所に現れた。とくに大河

Jllの下流部で、の被害が大きく 、堤防の亀裂や陥没

などが目立った （写真的。

このように濃尾地震は、複合的な大災害をもた

らしたのだが、さらに、 山間部には長期にわたる

後遺痕が残されたのである。

地震から 4年後の1895年 （明治28）夏、この

地を大豪雨が襲った。 8月5日、岐阜県池田郡川

上村 （現在の坂内村）のナンノ坂で、斜面の大崩

壊が発生、土砂が谷を閉塞したため、谷に沿って

長さ約1,500mもの湖を生じた。そして 6日後の

8月11日、この自然のダムは決壊、洪水力、ー下流の

村々を襲い、死者 4人、流失家屋23戸をだしたの

である。この大崩壊は、濃尾地震により山の地盤

力、、脆 くな っていたために発生したと考えられてい

る。

濃尾地震は、超Aクラスの活断層が動いて発生

した巨大地震であった。内陸の活断層の活動によ

る地震の脅威は、 1995年兵庫県南部地震 （M7.3)

で実証されたばかりである。地表に地震断層を出

現させるよ うな直下地震は、震源カ、、浅いため、 局

所的ではあるが甚大な災害をもたらすのである。

これまでに大災害をもたらした内陸直下の地震

は、 巨大地震だった濃尾地震以外、そのほ とんど

がM7クラスであった。 しかしいま 、糸魚川一静

岡構造線活断層系の一部や、富士川河口断層帯、

神縄・国府津～松田断層帯などは、もし活動すれ

ばMBクラスの巨大地震を起こすであろうとされ

ており、いずれも現在を含む数百年以内に活動す

る可能性が指摘されている。

濃尾地震から 110年、当時と はま ったく異なる

国土の環境が形成されてきた。それは、地震や豪

雨のような 自然の急変に対して、きわめて脆弱な

環境であり、各地で新たな危険を潜在させている

とし、うことができょう c

伊藤和明／防災情報機構理事・専門委員



M8. 0の破壊力一濃尾地震写真集

1891年に発生した濃尾地震の震度分布は、右図に見るとおりである D 震

度V以上の地域の広大さが、マグニチュード8.0という地震の破壊力の巨

大さを物語っている。

写真1、4、5は『濃尾地震文献目録』（名古屋市市民局災害対策課発行）

から、その他の写真は岐阜県図書館蔵『ミルン・バルトン「日本の大地震」

写真集』より転載させていただいた。

①名古屋郵便電信局の破壊

②尾張紡績会社

③長良川鉄橋の落橋



濃尾地震の震度分布［気象

庁による］（宇佐美龍夫著

『新編日本被害地震総覧』

より引用）

④出現した根尾谷断層

⑤根尾谷金原村の斜面大崩壊
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⑧枇杷島橋の落橋
⑪岐車県北方町の惨状

⑨橋台が崩壊した枇杷島町鉄道アーチ ⑫木曽川鉄橋北端の橋台破壊
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防災言

ITという言葉も一般化し、情報通信技術は空間的な距離を仮想的

に無くしつつある。とくにインターネットの接続環境が良い場所で

あれば、海外にいてもあたかも日本の職場にいるように振る舞うこ

とも可能である。一方、同じ国内にいても、会議などで頻繁に航空

機や新幹線で出張せざるを得ない場合も多い。すなわち通信技術は、

人間や物が移動する代わりに情報のみを瞬時に伝達するのに対し、

交通・輸送は、人間や物を直接的に移動させる手段である。前者は

いわば仮想の世界で空間を超えるので、時間差もなければ疲労も伴

わないのに対し、後者は肉体的な疲労と多くの時間を要する。した

がって仕事に限定すれば、前者で済ませることができれば効率的な

ことはこの上ない。

筆者は今年６月から二年間の予定でタイの大学院で教べんを執っ

ているが、日本の大学の研究室にも指導する大学院生を抱えている

し、日本の研究プロジェクトや委員会なども幾つかはそのまま関わ

っている。まさにインターネット等を駆使して、空間を超える実験

を行っているようなものである。しかし電子メールや電子ファイル

だけの交換では、情報の「報」の部分は伝わっても「情」の部分は

伝わりにくい。そこで、簡単なCCDカメラを設置して、インター

ネット・テレビ電話のような「ネットミーティング」を行うことに

した。使ってみるとこれが結構いいものである。相手の顔を見なが

ら会話ができるので、「情」の部分もかなり伝わるような気がする。

このように、情報社会においてネットワークが繋がっているとい

うことは、安心という面でも大いに貢献しているように思う。しか

し、ネットワーク自体の信頼性はまだまだ充分とはいえず、接続が

さまざまな理由で途絶えることも多く、インターネット・ウィルス

の攻撃にも頻繁に曝されている。また機密性という意味でも課題は

多い。しかし、これほどに人間活動が世界規模で連携するようにな

った現代では、もはや交通・輸送的手段には限界があり、情報通信

手段にますます頼らざるを得ない。社会の安全と安心も、情報通信

の信頼性に依存していることを忘れてはいけない。

山
やま

崎
ざき

文
ふみ

雄
お

東京大学生産技術研究所助教授／
アジア工科大学院客員教授／

本誌編集委員

情報社会の安全と安心
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連続運転型プラントの安全装置の泣き所は

“平常運転では用がないのに、異常時には必ず

動作することを要求される”ことである。安

全装置といえども100％確実に動作するものは

あり得ない。プラントの建設に際して、地域

社会での説明会で100％の安全を要求されてそ

れを保証するような発言で対処することは将

来に禍根を残すものである。

100％の安全を保証すればトラブル発生時の

対策検討を必要としないが、100％安全でなけ

ればトラブル対策を立案することができる。

いずれにしろ、安全装置の信頼度を100％に近

づけるよう努力するのが建設者の使命である。

プラントの安全装置は、圧力が異常に上昇

した場合にガスを放出することで安全を確保

したりするので、運転中に動作テストするの

はちょっと難しい。連続運転型のプラントは

予定して運転を停止するのは１～２年に一度

である。安全装置の動作テストをプラントの

予定した停止時にのみ行っても、次の１年間

プラントの安全装置

秋
あき

山
やま

尚
たかし

自動化プロジェクト代表／

社団法人日本計装工業会テクニカルアドバイザー

の動作を保証することは困難である。

最近では、多くの安全装置は電子回路でで

きている工業計器の組合わせで作られたシス

テムである。工業計器メーカは１年使わずに、

必要なとき必ず動作するような工業計器を売

ってはくれない。工業計器の動作中の信頼性

はかなり高いが、動作していないときの信頼

性は測定も困難であるし、理論的にも推定し

にくい。ではどうすればよいであろうか。

その対策として、安全装置を複数設置する

策（冗長化策）がある。しかし、安全装置は

動作しない危険性がある（不動作危険）と同

時に、不要なとき動作してしまう危険性（誤

動作危険）があるので、冗長化は“多々益々

弁ず”というわけにはいかない。

また、もう一つの対策として、プラント運

転中に安全装置の動作テストを可能とする策

がある。自己診断機能を持った計器は存在す

るので、システムの一部について高い頻度で

診断することは可能であるが、センサから最

終操作端まで包含した診断が可能なものはあ

り得ない。運転中、プラントに擾乱を加えな

いで動作テストをするためには、安全装置を

一時的に切り離す必要がある。安全装置の操

作が自動弁となる場合には、弁の上流に仕切

り弁を設置して、この弁によって装置をプラ

ントから切り離せるようにする。切り離しが

できると、プラントの運転と関わりなく、頻

度多く動作テストをすることによって、安全
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装置の動作信頼性を向上することができる。

しかし、安全装置の切り離しができること

は、切り離したままで忘れてしまうことにつ

ながる。切り離し忘れを検知する方法はある

が、この検知装置のテストがさらに必要にな

り、これらの措置は屋上屋を重ねてますます

システムを複雑化することになる。

他方、古くから使用されている安全弁は、

その固有の信頼度は高いものとして定評があ

る。安全弁は、プラントの異常が圧力上昇と

なり、ガスを放出すれば災害が回避できるケ

ースのみに有効である。従って、いかなる異

常にも対処できるわけではないが、どこに安

全弁を設置すればプラントの安全を確保でき

るかを精密に検討した上で、最重要個所に設

置する。

さらに、安全弁の固有の信頼度が高くても、

システムとしての信頼度を確保するにはその

設置方法が正しくなければならない。安全弁

は常時閉じているから、その前後の配管では

ガスの流れが停止している。安全弁が開いた

とき急速にガスが流れ出すので流動の反力が

発生したり、振動が生じたりして安全弁の性

能を十分発揮できないことがある。紙面が少

ないので詳細は説明しないが、欄外に事故事

例を紹介するので参考にされたい。

まず、電子式の安全装置を設置し、それを

運転中動作テストが可能な措置を講じる（複

雑なシステムでもその動作信頼度を上げる措

置をする）。さらに、プラント全体を見渡し

て最重要な個所に安全弁を設置し、動作が確

実な配管設計をする（固有の信頼度を発揮す

る設置）。そして、これらの安全装置をバッ

クアップとして、優秀な運転員の操作によっ

て安全を確保するのが、プラントの操業にと

って最良の策といえるものであろう。

ずいひつ

例１ 安全弁の流体の入口は垂直下方に向き出

口は水平方向を向いている。弁が開くと流体の

流れは垂直方向から90度曲げられるので、蒸気

の噴出で弁は水平方向の反力を受けて曲げられ

ようとする。配管が適切にサポートされていな

かったので、その力が本配管と安全弁につなが

る分岐部（T字部）に加わり配管がそこから折

損し高温の蒸気が噴出した。６インチの大きい

弁であったので被害は甚大であった。

例２ 安全弁出口の水平配管を上に曲げて弁よ

り２メートル高いところでまた水平に曲げて大

気に放出しようとした。従って、出口配管は鶴

の首のようになっていた。この空放ラインが適

切にサポートされていなかったので噴出したガ

スの反力で配管と安全弁本体をゆらゆらと揺ら

した。配管が長いのでトルクが大きい。噴出が

続いたら弁の入口で配管が折損するところであ

った。
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１．はじめに

平成４年（1992年）４月１日から東京都火災予

防条例の「住宅における防火安全の確保」が施行

されている。都内では、住宅防火にかかわる積極

的な推進を各消防署を通じて展開し、浸透を図っ

ている。

また、全国的にも各消防本部が10年以上にわた

って「住宅防火対策」を推進してきている１）２）。

これらの政策による成果とは言い切れないが、

この10年間では、全国の住宅火災件数は減少傾向

を示し、全火災に占める割合も緩やかな減少傾向

にある。火災による死者数もほぼ横ばいの傾向で

推移している。しかし、21世紀の高齢化社会を象

徴するかのように、高齢者の火災による死者の占

める割合は、半数以上を占め、緩かな増加傾向と

なっている。

住宅火災の予防対策は、ソフト面に頼る部分が

大きいだけに難しい面が多く、５年や10年では顕

著な傾向は見えてこないように思われる。火災を

＊きたむらよしじ／東京消防庁予防部調査課長

引き起こす原因の大部分が、人の錯誤や失念など

にあるため、人の社会的な活動の増加に比例して

火災が発生し、容易に逓減できるものではないの

が現状である。しかし、火災を拡大させない、あ

るいは火災による人的被害の発生を抑制するよう

な方策は、火災事例の分析から生み出されるので

はないかと考える。ここでは、すでに様々な角度

から検討がなされてきた住宅防火対策の前提であ

る「住宅火災」の実態について、東京消防庁管内

の事例に再度スポットをあててみた。

２．住宅火災はどんな火災か

１）住宅火災とは３）

火災統計上の「住宅」の対象は、住宅と共同住

宅に大きく分かれる。さらに、住宅には小売店な

どの住宅併用店舗なども含まれ、共同住宅には寄

宿舎なども含む。また、東京都の国勢調査による

「住宅」は、「持ち家（205万戸）」と「借家（274

万戸）」に分かれるが 、消防では消防法の定める

用途としての共同住宅と法の規制外の住宅に区分

される。共同住宅に寄宿舎を含めるのは、独身寮

北村芳嗣＊



ると、激しく濃煙が出てきたので、火災と思い

119番通報した。初期消火なし。」

結果をまとめると、タバコが原因で居室から出

火し、不在時に、早い段階で近隣者が発見したこ

とになる。

「事例２：耐火造３階建てのマンション１階の

台所から出火し、ガステーブル等が焼損した。居

住者の主婦20歳が、古い天ぷら油を凝固剤を用い

て廃棄するために、温めていたが、その間隣室で

テレビを見ていたため油が過熱して出火した。本

人が台所からの焦げ臭い匂いに気づき火災を発見

し、隣戸に知らせたのち携帯電話で119番通報し

た。知らせを受けた隣戸の住民が建物設置の消火

器を搬送し、本人が消火した。」（写真１参照）

この火災では、台所から出火した天ぷら油火災

で、その場を離れていて、本人が発見し建物設置

の消火器で消火した。

「事例３：防火造２階建て共同住宅２階の台所

から出火し、襖、カーペット等を焼損した。居住

者の女性52歳が、出勤前に暖をとるため電気スト

ーブをつけ、襖の前に向けた状態で置いたまま出
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などの寄宿舎が各個室の独立性が高く、単身者の

住む共同住宅と形態的にほとんど変わらなくなっ

ていることによる。

昭和60年（1985年）から平成12年（2000年）の

15年間の住宅と共同住宅の火災の推移は、図１の

ように共同住宅火災の占める割合が増えつつあ

る。しかし、出火率（１万戸あたり）では住宅で

6.5件、共同住宅で3.9件となっており、また、火

災１件あたりの平均焼損床面積（10年間）では、

住宅で22.5㎡／件であるが、共同住宅では6.9㎡／

件でしかなく、被害の規模は３倍近く異なる。こ

れは、共同住宅火災の７割が平均焼損面積が少な

い耐火造建物であることによると考えられる。

２）住宅火災事例

今年発生した住宅火災の中で、ぼやで消火され

た幾つかの事例を取り上げてみる。

「事例１：木造１階建て居室から出火し、居室

内のコタツ布団等若干が焼損した。居住者の女性

71歳が、コタツに入ってテレビを見ながらタバコ

を吸った際に、火種が座いすの座布団上に落ちた

のに気づかず外出したため、座布団が無炎燃焼を

継続して出火した。向かいの家の内装工事をして

いた作業員が煙に気づき、当該建物の玄関を開け

写
真
１
　
事
例
２
の
天
ぷ
ら
油
火
災
の
焼
損
状
況
。

図１　住宅、共同住宅の過去15年間の火災件数の推移
（東京消防庁管内）



勤した。電気ストーブの電源スイッチの調子が悪

かったため、スイッチを入れても点灯しなかった

ことからそのまま放置したもので、何らかの要因

により点灯したことから、接していた襖が発火し

出火した。隣戸の住人が自動火災報知設備のベル

の音で廊下に出てみると、出火住戸の窓から煙が

出ていたので、大家に火災を知らせた。大家は、

合鍵でドアを開けると電気ストーブの周囲が燃え

ていたので、隣戸の住人といっしょに消火器で消

火した。」

この火災では、電気ストーブと襖の接触が原因

で台所から出火し、外出時であったために自動火

災報知設備（以下「自火報」と言う）のベル音で

発見され、近隣者が建物設置の消火器で消火し

た。

３）出火箇所と出火原因

これらの事例をさらに統

計的に補足すると、住宅火

災の出火箇所は、居室で４

割、台所で３割、玄関、車

庫や外周部で1.5割、その

他1.5割、となっている。

これらの出火箇所と主な出

火原因の内訳は、表１に示

すように、出火箇所ごとに

出火原因が、ほぼ決定づけ

られているような関係とな

る。居室での火災は、約４

割がタバコの原因によるも

ので、台所では実に７割が

ガステーブル等の原因によ

るものとなっている。

このように、出火箇所と

出火原因の結びつきは、居

住者の行動等に起因して導

10
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かれることから、出火に関する他の抽出データも

出火箇所に拘束されやすい。例えば、「台所」で

の火災は、「女性」の行為者が多いとか、「居室」

のタバコ火災は不在時に発生しやすいことから通

報が遅れて「延焼拡大火災」が多いなど、他のデ

ータとの相関性が現れることになる。

火災の原因は、件数的に極端に偏在するもので

居　室

たばこ 327

放火 84

ローソク 57

電気ストーブ 51

火遊び 30

コード 28

石油ストーブ 27

ライター 13

電気こんろ 11

放火の疑い 10

ガスストーブ 9

白熱灯スタンド 8

ガスこんろ 7

蛍光灯 7

テレビ 4

マッチ 4

屋内電気配線 3

蚊取り線香 3

たき火 1

台　所

ガステーブル 510

電気クッキン

グヒータ
48

たばこ 31

放火 29

石油ストーブ 9

玄関･階段･踊り場

放火 158

たばこ 3

コード 3

火遊び 3

ロウソク 2

ベランダ

たばこ 30

放火 11

火遊び 7

花火 2

ロウソク 1

廊下

放火 61

たばこ 2

コード 1

火遊び 1

外周部

放火 41

たばこ 3

石油ストーブ 1

たき火 1

風呂釜 1

車　庫

放火 46

たばこ 2

ライター 1

花火 1

その他

放火 56

たばこ 22

風呂釜 14

屋内電気配線 14

ローソク 9

表１　住宅火災の出火箇所別火災原因別件数

図２　火災原因のパレート図
（火災原因別件数の占める割合の積算）



あり、昨年の住宅火災2,318件を火災原因別の火

災件数順にパレート図にしたのが図２である。火

災の原因（発火源）は132種類もあるが、１件し

か火災が発生していない原因が53種類、２件が20

種類もあり、このため、上位10種類の原因で、火

災件数全体の75％を占めている。その上位の原因

は、放火464件、ガステーブル437件、たばこ435

件、電気ストーブ52件、ガスこんろ51件、電気ク

ッキングヒータ50件、ローソク49件、火遊び48件

などであり、これらの住宅火災に特徴的に発生す

る火災原因に焦点をあてた対策が必要と言える。

ガステーブルでは、「天ぷら油火災」が302件と

大半を占めていることから、これらガス器具には

「天ぷら油過熱防止機構」が組み込まれることが

望まれる。また、「たばこの火災」では、行為者

の生活態度に依存する部分が多いが、着火物とな

る布団類に対する防炎処理等の対応が可能で、

「電気ストーブ」では、熱源部に布団類が入り込

むことを防ぐメッシュガードの製品が望まれるな

どの個別対策が考えられる。

しかし、これらの対策の効果が目に見えるよう

になるには、長い期間が必要である。例えば、昭

和52年（1977年）に260件も発生していた「風呂

釜の空だき」に対しては、当時、空だきの注意を

呼びかけることが火災予防上の必須事項であった

が、昭和51年の条例で「風呂釜に空だき防止装置」

が組み込まれてからは暫時減少し、20年を経た平

成９年（1997年）には６件となり98％も逓減され

た。

また、同様に20年前は、ガス漏れ火災が132件

もあったが、現在ではガスカランのヒューズコッ

クやマイコンメータの導入により72％減少し、37

件にまで減少した。さらに電気製品では、ヘアー

ドライヤの17件、アイロンの16件は、安全装置の

組み込みにより、いずれも３件となっている。こ

のように火災の原因そのものに働きかける対策
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は、10年または20年を単位として考えると火災原

因の推移としてはっきり表れてくる。

なお、132種類のうち、電気配線類まで含める

と74種類の原因が電気関係である。直接に“火”

を使用する用品や器具類が生活様式の変化により

次第に減少するにつれ、反比例して電気関係の火

災が増加している。しかも、これらの電気火災は、

従来の電気コンロや電気ストーブなどの「電熱機

器類」から、扇風機、テレビなどの「電気機器類」

に移行し、現在では、漏電遮断器、延長コード、

プラグなどの電気機器類に接続する「配線やその

中間接続器具類」からの火災が増加する傾向を示

している。

３．延焼するのはどんな時

１）初期消火のタイミング

過去５年間の住宅火災の中で“ぼや火災”で鎮

火した火災が62％（住宅52％、共同住宅70％）あ

る。“ぼや火災”とは、建物の床や内壁もしくは

外壁の一部が１㎡未満の焼損程度ですんだ場合で

あり、もちろん建物内の収容物だけですんだ場合

も含まれる。１㎡はおよそ新聞紙２枚分の大きさ

であり、火災が発生したとしても、この程度で火

災を押さえ込むことができれば被害も少なくてす

み、修復が可能な範囲であることから“ぼや”と

して区分している。

初期消火のタイミングは、事例では、出火建物

内に人がいて火事ぶれ（火災の報知）をする場合

図３　発見者は発見後何をしたかったか
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と、近隣の人が早い段階で気づいてくれることで

ある。近隣者が気づく契機としては、自火報が極

めて有用であることがわかる。共同住宅で自火報

の作動した火災が168件あったが、その中で、作

動したために初期消火等に効果があった火災が

167件でほぼ100％となっている。しかし、電源が

遮断されていたりして、作動すべき時に作動しな

かった自火報が15件ある。このように自火報が設

置されて作動した場合には、火災に対してたいへ

ん有用な装置であると考えられる。

次に、住宅火災の発生時に居住者が在室してい

た火災について、居住者の行動等を見てみる。居

住者が在室していた火災は、1,663件（72％）あ

った。居住者が火災を発見した時の火災の燃焼状

況では、初期消火が可能な範囲である「出火した

器具または着火物が燃焼中」であった場合が62％

であり、何とか消火可能な「二次的着火物が燃焼

中」が14％で、初期消火のタイミングを超えてい

るような「立ち上がり材が燃えていた、天井に火

炎が達していた、室内延焼拡大中等」が161件で

10％であった。その他は、すでに鎮火していた

（11％）、不明等（３％）である。住宅火災の中で

居住者がいるケースでは、１割程度は初期消火が

難しい状態であるが、残りの８割以上は消火が可

能な燃焼形態の時に火災を発見している。特に、

共同住宅では発見時に初期消火が困難な火災は、

７％程度でしかなかった。

２）発見後の行動

火災を発見した後の行動として、発見者に「ま

ず何を心がけたか」を聞くと図３に示すように、

消火・報知・119番通報の３つに大きく分かれる。

まず消火が最も多く、次いで報知、通報の順とな

るが、住宅と共同住宅の違いでは、住宅では「消

火」が７％多く、共同住宅では「通報」がその分

多いことである。

これを平成12年の世論調査４）の“家庭での火災

に対する準備”で「消火器を備えている」と回答

している人（61.4％）を住宅別に見ると、一戸建

てに住んでいる人の方が多く、共同住宅と比較す

ると５％の差がでている。この「消火器の準備」

の違いが、住宅と共同住宅での火災に遭遇した時

の「消火行動」を呼び起こすかどうかの差として

表れていると思われる。

３）消火行動

居住者が発見した1,663件の中で、75％が初期

消火行為をしているが、この中で成功しているの

は全体の55％であった。消火方法では「消火器を

使用・水道の水をバケツでかけた・水で濡らした

衣類をかけた・座布団をかぶせた・浴槽の水をバ

ケツでかけた」など様々な方法をとっている。特

に、水道の水をバケツで汲んでいると時間がかか

り消火のタイミングを逸している例が多くある。

これは火災の発見から消火困難になるまでの時間

(火災の成長)が短いことによる。写真２のステレ

オのスピーカボックスを燃焼させた「生活用品の

火災実験」５）によると、２分30秒で炎高さが約１

写
真
２
　
く
ず
箱
か
ら
燃
え
て
、
ス
テ
レ
オ
全
面
に
着
火
し
て
２

分
30
秒
後
の
燃
焼
状
況
。炎
高
さ
は
約
１
m
で
あ
る
が
、

天
井
か
ら
の
煙
の
降
下
は
早
く
、
す
ぐ
に
充
満
す
る
。



教育が天ぷら油火災で３件に１人の負傷者を出す

要因となり、消火器の普及を遅らせ、住宅火災の

すべてで初期消火のタイミングを失わさせている

結果を招いている。

４．おわりに

住宅火災を“事例を検証する形”で火災原因、

延焼拡大、負傷者の発生などの構成部分から説明

してきた。住宅火災の逓減はこれらの各構成要素

をトータルに評価する形で進められるのが適切で

ある。例えば「火災による死者の逓減」を強調し

すぎると、火災原因では、たばこや暖房器具など

に収束され、住宅火災全体中でいびつな一面だけ

となり、住宅火災を起こしている火災の原因に対

する将来にわたる有効な手立てを見逃してしまう

ことにもなりかねない。また、延焼拡大では、早

期発見が必須の課題ではあるが、消火の面からも

捉えるべきであり、いかにして負傷者を出さない

ようにするかなどが、結果として火災による死者

の逓減へとつながるのではないかと考える。

また、これら事例が発見・初期消火で示すよう

に、個別の出来事としての住宅火災としてでなく、

近隣者を含めた様相が“ぼや”に止めていること

がわかる。地域ひいては「都市」の居住空間とし

ての視線から、住宅火災が存在している。都市を

構成する住居が、都市形態の中で捉えられ、火災

の発生から被害の軽減への過程の中で捉えられて

こそ、住宅の防火対策が実効性あるものになると

言える。

参考資料

1)総務省消防庁「新たな住宅防火対策の推進に ついて」近代消

防’01.6

2)小林恭一「住宅防火対策推進の背景」月刊消防’91.10

3)東京消防庁「火災の実態」昭和62年～平成13年版

4)東京消防庁「消防に関する世論調査」平成12年10月

5)東京消防庁「消防学校第二公舎火災実験報告書」平成4年9月
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mとなり、その時の室内の煙は床から1.5m程の高

さまで充満する。さらに１分もすると黒煙により

視界がなくなってしまう。狭い空間で可燃物の多

い住宅の火災では、炎の拡大によるよりも“煙の

拡大充満”によって消火困難となる。このため、

初期消火の失敗理由では「発見が遅れた、濃煙が

充満した」が多くを占める。

さらに、なぜ初期消火に失敗するのかの一例と

して、前出の世論調査の“天ぷら油火災の消火方

法”について回答を聞くと、「濡れシーツなどを

広げて覆いかぶせる」66.3％、「消火器を使う」

43.3％、「鍋の蓋をする」42.9％などとなっている。

濡れシーツや布団をかぶせるなど、誤った消火方

法の認識が多いことから、「消火器の準備」をし

ている人が61.4％の回答がありながら、具体的な

“天ぷら油火災の消火方法”では消火時に「消火

器を使う」が43.3％に減少してしまう大きな原因

となっている。

４）負傷者の発生（自損を除く）

昨年の住宅火災の中で、火災による死者は82人、

負傷者は810人が発生し、その中で、居住者の負

傷者が737人いた。これらの中で、初期消火中に

負傷した者が38.8％（286人）を占め、最も多く、

次いで、避難中19.0％、就寝中12.3％、家事従事

中9.5％等となっている。

住宅火災の負傷者の４割が初期消火中に負傷し

ている実態は、消火器の準備がない住宅があるこ

と、次いで“天ぷら油火災の消火方法”に見られ

るように、誤った方法を正しいと思い込んでいる

ことにある。その要因の一つには「濡れたシーツ

で覆う」などの消火方法に関する防災指導である。

防災関係者の中には、実際に自分で屋外でない住

宅内で“濡れシーツ”などで消火したこともない

にもかかわらず、こういった消火方法をもっとも

らしく教えている人が多くいる。これらの誤った
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１．地震予知から長期予測へ

地震の話と言えばまず、地震予知はできるかど

うか、と尋ねる人が多い。現在、地震予知のため

のいろいろな試みがされているが、学問的に十分

検討されずに、その結果が巷に出回ることがあり、

人々を困惑させている。現在の学問の状況では、

「何月何日に○○で大地震」というような日時・

場所を特定した地震予知は、全く不可能であり、

でたらめと思って間違いない。

それでは東海地震の予知はどうなのか、との質

問が予想される。東海地震の予知は、溝上判定会

長の言葉を借りれば、現行犯逮捕の問題である。

つまり、もう地震を起こす動きが始まってしまっ

て、止めようがない状況を捉えて、警戒宣言の発

令へ結びつけようとしている。何月何日に大地震

という地震予知とは異なり、警戒宣言が発令され

る状況では、地震は数時間から１、２日程度に差

し迫っている。ただしこの場合でも、必ずしも予

知できるとは限らない。静岡県では、警戒宣言が

発令される場合の訓練を毎年９月に行うだけでな

く、不意打ちの場合の訓練を毎年12月に行って

いる。

大地震は突然襲ってくるし、日本全国どこでも

発生の可能性がある。だから、耐震診断や補強等

が必要なのだ。しかしそうは言っても、なかなか

＊しまざきくにひこ／東京大学地震研究所教授

対策は進まない。一歩でも二歩でも進ませるには、

より具体的な地震像が必要なように思われる。い

つでもどこでもではなく、どこでどのような地震

が起こるのか、どの程度の発生可能性があるのか

が明らかになれば、具体的な対策も考えやすくな

るだろう。これらを明らかにするのが長期予測で

ある。多くの地方自治体では、想定地震によって

予想される被害に基づいて対策が検討されている

が、長期予測の結果を用いれば、より現実的な想

定地震が設定できるようになる。

予知の問題に立ち返って「地震を起こす動きが

始まってしまって、止めようがない状況」につい

て説明しておく。地震を起こす動きとは、大地の

中の弱面が破壊し、ずれる動きである。この動き

によって地震波が発生し、地中を伝わって、我々

の足元を揺らす。地下の岩石にはプレートの運動

などにより、様々な力が加わっている。その力が

ある限界に達すると、大地は壊れ、ある面（断層

面と呼ばれる弱面）を境に、地塊がずれる。「地

震を起こす動きが始まってしまって、止めようが

ない状況」とは、このずれがゆっくり始まって、

だんだん加速されている状況である。

この状態ではまだ、地震の波は出ない。この段

活断層であした起きても
おかしくない大地震
島崎邦彦＊

図１　震源、地震波を発生する地下の断層（＝震源断層）、
及び地表に現れた断層（地表地震断層）の関係



��

この震源は、観測所に最初に来る波（Ｐ波、Ｓ波）

の到着時刻から計算される。すなわち、断層面の

うちで最初に波を出したところ（最初に壊れたと

ころ）が、震源として求まる。兵庫県南部地震の

震源は明石海峡の下、深さ十数kmにあるとされ

るが、これはあくまでも最初に壊れたところで、

破壊はここから南西の淡路島と北東の神戸市へと

伝わって行った。この破壊の伝わる速さは、大変

速く秒速２～３kmになる。兵庫県南部地震では、

10秒程度で震源での動きは、終わった。

地震は、このように大変巨大なエネルギーが、

ごく短時間のうちに放出される破壊現象である。

陸域で起こる地震の場合、M７で断層の長さが

20kmというのが大体の目安である。陸の地震が

発生する層は、深さ15kmまでの浅い部分に限ら

れている。大体、M７を超えるくらいになると、

断層の大きさがこの層の厚さと同程度になるの

で、その一部が地表に顔を出す。実際、兵庫県南

部地震の際は、地下の断層が地表に達して、地面

をずらした。図１には、震源と地下の地震波を発

生する断層（＝震源断層）だけでなく、地表に現

れた断層（＝地表地震断層）も示している。

地下の弱面は、大地の持病だ。休養したり、薬

を飲んだりして治療すると持病は一旦治るが、そ

のうちうっかりして無理するとまた出てくる。大

地の弱面も同じで、破壊を起こしてずれ地震とな

り、その後、破壊され離された面がまたくっつき、

固着して強度を回復する。すなわち、また再びエ

ネルギーを蓄えられるようになる。そして、無理

な力が大きくなってくると、いずれ限界に達し、

同じ場所が再び壊れてずれ、地震が起こる。だか

ら、長い期間を取ってみると、同じ場所から同じ

ような地震が繰り返し起こっていることがわかる。

日本列島は数億年かけてつくられてきた。その

間につくられた傷痕、断層は無数にある。しかし、

そのほとんどは言わば死滅した断層で、地震を起

こすことはない。最近の地質時代、最近と言って

もこの数十万年間のことだが、日本列島のほとん

どの部分は東西に縮んできた。平均すると年間１
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階を、大地の微小なひずみを捉える計器（体積ひ

ずみ計）で見つけて、東海地震の警戒宣言を出そ

うとしているのである。ずれが速くなると、地震

の波が発生して、地震となる。なぜ東海地域かと

言えば、長期的に大地震が予想されることが第一。

次に、震源域が大きく、その一部が陸域にあるの

で、このゆっくりしたずれを観測できる可能性が

あること。さらに、過去の地震の前にゆっくりし

たずれが観測されたことが重要な契機となってい

る。東海でできるのなら他の場所も、とは行かな

い。

２．震源断層、地表地震断層、活断層

地震の震源の大きさは、大地をずらす動きの大

きさに他ならない。すなわち、ずれの量と断層の

面の大きさだ。６年前の兵庫県南部地震では、ず

れの量は１～２m、断層面はさしわたし40km、深

さ方向に15kmの広がりをもっていた。その広が

りは、ちょうど対馬の面積くらいになる。マグニ

チュードは7.3。このマグニチュード(以下M)とい

う数字は、一般の人になじみがうすいが、震源の

大きさを示す。M７くらいで、震源が一つの県に

含まれるくらいになる。もっとも、地震の災害は

阪神・淡路大震災と呼ばれるように、震源の大き

さよりひとまわり大きい。

M８は、複数の県に震源の広がりが及ぶくらい

の大きさだ。1923年関東大地震（M7.9）では、

断層面の面積は千葉県くらい広く、ずれの量は約

５mだった。一方、M６は、市町村単位の震源の

広がりとなる。マグニチュードは、このように震

源規模を示している。

断層面の全ての場所から地震波が出る。より厳

密に言えば、地震波の出方は一様でなく、場所に

よって強く出るところがあり、その大きさが強震

動の周期を支配しているらしい。地震の震源は決

して点ではなく、広がりをもっており、マグニチ

ュードが大きいほど、この広がりも大きくなる。

それでは、気象庁で発表される震源とは何か？
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cm程度という、わずかな量だ。この数十万年間

の動きは、ここしばらくは同じように続くと考え

られる。だから、この数十万年間、地震が繰り返

し起きたことがわかっている断層を活断層と呼

ぶ。今後も地震が起こる断層である。活という字

をつけるのは、それ以外の既に死滅した（活動を

止めた）断層と区別するためだ。長期間たてば、

どの活断層でも地震が起こる。考えてみれば恐ろ

しいが、我々はそのような場所、日本列島に住ん

でいる。主な活断層の分布図を図２に示す。

どの活断層でも地震が起こるが、一つ一つの活

断層で、地震が繰り返すのは千年から万年に一度

にすぎない。地震を起こしてずれると、その後余

震があるが、ほとんど動かない。そして、次の地

震が起こるまでずっと動かないのだ。日本列島に

は図に示すように沢山の活断層がある。また、活

断層のようにはっきり傷痕が残っていない場所で

も地震が起こる。日本列島の陸域全体では、およ

そ10年に一度くらいの頻度で大地震（M７以上）

が発生している。

３．活断層調査

活断層で起こる地震は、活断層の調査によって、

予めどのような地震が起こるか予想が可能とな

る。さらに今後、例えば30年間に発生する可能

性の程度などが推定できることもある。しかし、

このように予想できる地震だけではない。繰り返

しの間隔が長ければ、地表の傷痕が消えてしまう。

また、震源が深ければ、地表に傷痕が残らないの

で、手がかりはなくなる。このような地震は多数

あると予想される。

簡単に言えば、既に述べたように、日本中どこ

でも地震が起こる可能性がある。それでは活断層

の調査は無駄と思われるかもしれない。しかし、

予想可能な地震については、できるだけ情報を得

ておく方が得策である。発生の可能性が比較的高

い地震を想定地震とすれば、具体的に的確な対策

を考えるのに役立つ。

地震発生の可能性を知るには、活断層で過去

に起きた地震の歴史を知る必要がある。活断層

で昔起こった地震について知るには、活断層上

で穴を掘るトレンチ調査法を用いることが多い。

穴と言っても、深さ数 m程度の穴である。

穴を掘ると言っても、どこでも掘れば良いと

いうものではない。断層がずれて地表に傷痕が

できるわけだが、そのままでは削られてしまう。

穴を掘るのは、窪地など、地震の傷痕の上に土

砂などが被さって覆ってしまう場所でなければ

ならない。上からは隠されて見えなくなるが、

地中に保存されるので、ここを掘って昔の傷痕

を発掘する。そして傷痕をつくっている地層と

その上に被さった地層の年代がわかれば、地震

の発生した時代を、言わば上と下から挟むこと

によって、推定することができる。

トレンチ調査が行われて過去の地震歴が明ら

かになっている活断層は、1995年以前には、ご

くわずかしかなかった。兵庫県南部地震後、こ

の地震が野島断層という既知の活断層で起こっ

たことが知られると、活断層調査の重要性が認

められるようになった。政府の地震調査研究推

進本部では、図２（19ページ）に示す98の活断

層帯を基盤的調査観測の対象と指定して、活断

層調査を推進している。（以下( )数字は図２の

中の活断層の番号を示す。）

また、1999年4月に政府の地震調査研究推進本

部は『地震調査研究の推進について － 地震に関

する観測、測量、調査及び研究の推進について

の総合的かつ基本的な施策 － 』をとりまとめ、

当面推進すべき地震の調査研究として、四つの

課題をあげた。その第一番目は「活断層調査、

地震の発生可能性の長期評価、強震動予測等を

統合した地震動予測地図の作成 」である。これ

には、活断層や歴史地震の調査に基づいて、活

断層や海溝で起こる地震の履歴を明らかにし、

これによって長期的な地震発生の可能性を確率

によって具体的に評価する作業が含まれている。

また、強震動の評価に必要な大局的な断層パラ
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メターを推定することも必要である。これらにつ

いて、以下で簡単に触れよう。なお、この課題に

は、強震動予測手法の高度化や地下構造調査の推

進が含まれているが、本稿ではこれらについては

触れない。

４．活断層の評価手法

同じ活断層で地震が繰り返し起こるが、その繰

り返しの間隔は決して一定ではないが、ある程度

の規則性をもって繰り返す。繰り返しの間隔が

1,000年だったり、１万年だったりするのではな

く、1,000年だったり、1,500年だったりする。統

計によれば、平均間隔の80～125％の範囲の中に、

60～70％のデータが収まる。と言っても、1,000

年の20％は200年もの長さとなるから、今後30年

内に地震が起こる活断層がどれかは、到底わから

ない。

どの断層で次の地震が起こるかはわからなくて

も、今後30年以内に個々の活断層で地震が発生

する可能性の大小が評価できれば、相対的にどの

活断層に気をつければ良いかがわかる。そこで、

今後30年以内の地震発生確率が評価されるよう

になっている。この確率を計算するには、地震の

繰り返しが、どのようにばらついているのかがわ

からなければならない。

地震調査推進本部地震調査委員会では、株価や

温度の変化、電子部品からのノイズなど、地震の

発生と同様に時間的に変化する事象の統計モデル

を種々検討し、BPTモデルを用いることを決め

た。これは、動く歩道上の酔っ払いの運動に例え

ることができる。動く歩道に乗れば、一定時間後

に終点に着く。これが地震の発生にあたる。しか

し、酔っ払いが前や後ろに動くと、この一定時間

より早く、或いは遅く終点に着くことになる。こ

の場合、終点に着く時間は一定の時間の前後にば

らつく。

地震は、無理な力がたまって行って、ある限界

に達した時に発生すると考えられる。プレートの

運動によって、一定の割合でこの無理な力がたま

って行けば、限界に達するまでの時間は一定とな

る。これは、動く歩道に乗った状態に対応してい

る。しかし実際には、周辺で起こる地震などの影

響で、無理な力がさらに加わったり、その一部が

除かれたりする。このために地震発生までの時間

は一定ではなく、ばらつくと考えられている。こ

の周辺の影響を酔歩（ブラウン運動）として取り

入れたのが、BPTモデルである。

BPTモデルに基づいて、活断層で起こる地震

の今後30年間の発生確率を計算するには、三つ

の数値が必要になる。一つは繰り返し間隔のばら

つきで、後は、平均繰り返し間隔と最新活動の年

代である。

地震調査委員会では、このばらつきについて調

査を行った。繰り返し起こった過去の地震につい

て、その多数回の発生が知られており、ばらつき

が計算できる活断層は、あまり多くない。委員会

では、５回の地震が知られている跡津川断層、６

回の地震が知られている阿寺断層と丹那断層、及

び９回の地震が知られている長野盆地西縁断層の

データから、繰り返し間隔のばらつきを調べ、統

計的に同じばらつきと考えて良いことを明らかに

した。この結果を敷衍すると、日本の活断層で起

こる地震の、繰り返し間隔のばらつきは、どれも

同じと考えて良さそうである。

同じばらつきと考えることができれば、残りの

必要な数値は、平均間隔と最新活動年代だ。実際

の活断層調査では、平均の繰り返し間隔と最新の

活動年代が明らかにできた場合が多い。しかし、

最新の活動年代が不明の場合もある。過去の地震

活動については、２、３回分が解明できれば良い

方であり、個々の活断層について繰り返し間隔の

ばらつきまで調べることはほとんど不可能であ

る。だから、日本の活断層で起こる地震は、発生

間隔のばらつきがどれも同じと考えることができ

るのは、大変好都合なのだ。

政府の地震調査推進本部では、このように予想

できる一部の地震について、地震発生の可能性や
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どのような地震であるかなどの情報を公表し

ており、今後も続けて地震の数を増やして行

く。インターネット（http://www.jishin.go.jp/

main/welcome.html）で公表しているので御覧頂

きたい。

５．活断層評価

これまで、糸魚川-静岡構造線活断層系、神

縄・国府津－松田断層帯、富士川河口断層帯、

鈴鹿東縁断層帯、元荒川断層帯、東京湾北縁断

層、岐阜－一宮断層帯、生駒断層帯、有馬－高

槻断層帯、北上低地西縁断層帯、函館平野西縁

断層帯、京都盆地－奈良盆地断層帯南部（奈良

盆地東縁断層帯）について評価がまとめられ、

公表されている。今後も引き続きとりまとめが

行われ、その結果が公表される予定である。な

お、評価着手の順序としては、調査実施主体が

危険度が高いとしている断層、断層群や断層帯、

或いは、活断層ではないとしたものを優先してい

る。

強震動評価に必要な大局的な断層のパラメー

タについては、糸魚川－静岡構造線活断層系(41)、

(42)、(44)の評価が行われた。断層面については、

地表の活断層の分布を参考として、断層線が直

線となるように、四つの部分に分けてある。な

お、糸魚川－静岡構造線活断層系の南部につい

ては、長期評価の時点で活動履歴が未解明のた

めに評価されていないので、北部と中部の形状

が評価されている。

北部は神城断層を含む区間（北部１、長さ

26km)と松本盆地東縁断層を含む区間（北部２、

長さ35km）とに分け、中部は、牛伏寺断層を含

む区間（中部１、17km）と岡谷断層、諏訪断層

群、釜無山断層群を含む区間（中部２、長さ

34km)とに分けられた。

断層面の幅や傾斜は、一般に推定が難しい。

傾斜の推定に参考として、反射法地震探査の結

果や、付近で起こった地震の断層パラメータな

どが使われた。断層面の幅は、微小地震の分布か

ら15kmと推定された、地震発生層の下限から計

算されている。反射法地震探査の結果では、浅い

部分の傾斜しか示されていないので、これらの推

定結果は大きな誤差を含むものと思われる。

北部は東側隆起の逆断層で、逆断層成分が卓越

し、中部は左横ずれ断層で、横ずれ成分が卓越す

るものと考えられる。地震一回のずれの量は、中

部での過去の活動から、中部１で６～９m、中部

２で６m（それぞれ左横ずれ）と推定された。

次に、各活断層、活断層帯の評価について触れ

よう。

今後30年以内の地震発生確率が最も高いのは、

糸魚川－静岡構造線活断層系の北部と中部(41)、

(42)の14％で、地震が発生する区間は松本市をと

おる牛伏寺断層を含むものの、どこまで延びるか

はわからない。震源規模はマグニチュード８程度

である。日本の陸域で地震の発生する確率が最も

高い断層と考えて良いだろう。

次に高いのは神縄・国府津－松田断層帯(36)と

富士川河口断層帯(43)で、いずれも30年確率は約

４％で震源規模はマグニチュード８程度、前者は

相模湾内へ、後者は駿河湾内へ及ぶものと考えら

れている。後者はいわゆる東海地震と同時に発生

するとされているが、それが次の想定「東海地震」

である可能性とともに、その次や次の次である可

能性もある。この他、京都盆地－奈良盆地断層帯

南部（奈良盆地東縁断層帯）(75)は、過去の活動

が十分明らかになっていないために、30年確率

が十分にしぼりこめず、０～５％と推定されてい

る。この高い方の値を取ると、神縄・国府津－松

田断層帯や富士川河口断層帯と同程度の発生可能

性をもつことになる。なお、30年確率が３％を

超えるケースは、全体の１／４程度と推定されて

いる。

次に確率が高い可能性をもつのは、函館平野西

縁断層帯(８)、鈴鹿東縁断層帯(68)、生駒断層帯

(77)である。30年確率が0.1～３％となる活断層

は全体の約１／４と推定されているが、これらの
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断層は確率推定値の高い方を取れば、このグル

ープに属する。いずれも過去の地震活動が十分

確定できず、幅のある確率の値に、すなわち、

それぞれ、０～１％、0.5％以下、０～0.1％と推

定されている。鈴鹿東縁断層帯は最新の活動年

代が不明なために、地震がでたらめに発生して

いると仮定して30年確率が計算された。震源規

模は、鈴鹿東縁断層帯で最大マグニチュード7.5、

函館平野西縁断層帯と生駒断層帯のいずれも7.0

～7.5と推定された。

有馬－高槻断層帯(76)の東部は震源規模が少な

くともマグニチュード7.5、北上低地西縁断層帯

(13)はマグニチュード7.8程度の可

能性が指摘されている。いずれも

30年確率は低いが、活断層帯の一

部で起こるマグニチュードの小さ

い地震については、評価されてい

ないことに注意したい。

元荒川断層帯(32)は、関東平野中

央部、大宮台地の北東縁付近をほ

ぼ北西－南東方向に延びるとされ

る断層帯である。この断層帯は上

尾市付近で南部と北部に分けられ、

南部は活断層ではなく、北部は深

谷断層等と一連の活断層帯となっ

ている可能性が高いとされた。ま

た、東京湾北縁断層(28)は、千葉県

北西部の東京湾沿いを北西－南東

方向に延びる伏在（ふくざい）断

層とされていたが、活断層ではな

いと評価された。さらに、濃尾平

野のほぼ中央部を北北西－南南東

方向に延びる長さ32kmの伏在活断

層とされていた岐阜－一宮断層帯

(66)も、活断層ではないと評価され

た。

活断層の調査、評価は今後も続

けられ、2004年度には第一次の活

断層評価が完成する予定である。

しかし、調査が不十分で評価の確度、精度が低

い断層も多く残るものと思われ、さらに調査を

続けることが肝要であることを、最後に強調し

ておきたい。
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図２　活断層調査が推進されている、98の主要活断層
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ITによるネット化が進んで、社会は大変便利に

なった。しかしその一方で、Y2K問題で大騒ぎに

なったり、世界的に大混乱を起こすハッカーが現

れたり、いろいろな事件や事故が発生している。

便利にはなったのだが、漠然とした不安もあると

いうのがIT社会の現状で、いわば、「ハイコンビニ

エンス、ハイリスク社会」と言えよう。

今、このIT社会で何が起こっているのか、リス

クにどう対応するか。この座談会では、そういっ

た話題だけでなく、今起こりつつある変化は従来

の社会秩序を守ろうとする守旧派と、新しい秩序

を求める改革派のせめぎ合いであるというような

議論も熱っぽく展開された。

残念ながら、紙面の都合で議論のすべてを再現

できなかったが非常に興味深い２時間であった

（小出）。

（この座談会は2001年7月16日に行われました）

急速に変化した情報の流れ

司会（小出） はじめに、簡単な自己紹介とIT

との関わりをお話しください。

松原 ガートナーグループはワールドワイドに

ITに関わるリサーチを行っており、お客様にいろ

いろアドバイスすることを生業としています。

全世界で約4,000人の従業員がいて、売上げ高

は年間約1,000億円です。

私どもは、主にアメリカでリサーチされた最新

の情報を日本の顧客に提供していますが、一方、

日本のハードウェアなどは、世界的に大きなシェ

アがありますので、日本のIT関連情報もワール

ドワイドに提供します。ですから「ITどっぷり」

の会社と言っていいでしょう。

牧野 1995年からインターネットを利用し始
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め、ホームページに法律相談室を設けて、一般市

民の相談を受けてきました。それからだんだん企

業の相談なども増えてきて、企業のITトラブル

対策を担当しました。

最近では、セキュリティの問題等を中心に勉強

しながら法制度を検討しています。

ITによって社会が便利になる、その便利さを本

物にするために、便利さの裏側にある問題にどう

対応したらいいか、それをわかる形にしようと、

勉強をしているところです。

月尾 新領域創成科学研究科は、日本語では

分かりにくい名称ですが、英語ではGraduate

School of Frontier Sciences というわかりやすい名

前です。つまり、これまであまり研究されてこな

かった領域を研究するために、1999年4月から東

京大学にできた部門です。

私はメディア環境学という講座を担当していま

すが、メディア、特に電子メディアが急速に社会

の中に浸透してきて、われわれにとって、それが

一種の環境になりつつあります。新しいIT技術

がつくるこのような環境を自然環境と同じように

理解して、これからのライフスタイルや社会を考

えるという研究をしています。

私は1964年からコンピュータを使っていて、

情報技術や通信技術に関心がありました。インタ

ーネットも1990年から実験的に使い、専門では

ありませんが、野次馬的にこの分野にかなり以前

から関わっていました。

司会 ありがとうございました。

野次馬と言えば、私はまさに一番の野次馬です。

メディアそのものに野次馬的なところがありま

す。

最近は取材体制も変わってきて、以前は「とに

かく出かけていく」のが基本でしたが、今はイン

ターネットが大変重要な取材源になっています。

東海村の臨界事故のときに、科学技術庁や通産

省、あるいは原子力研究所などからの情報と同時

に、「あれはどういう事故か」とインターネット

で、どんどんといろいろな人が発信していました。

役に立たない情報もいっぱいありましたが、非常

に的確な情報を発信している人もいました。

情報の流れが物凄く変わってきて、その流れの

中に浮かんでいないと仕事が成り立たないという

状況に変わってきています。

敷居が低くなって便利になったが
危険性も広がった

司会 IT社会はハイコンビニエンス、ハイリス

クの両面を併せ持った社会ですが、どういうとこ

ろにハイリスク、ハイコンビニエンスを一番感じ

るか、なるべく身近な例を挙げていただきたいと

思います。

松原 カード会社最大手のVISAカードは、

VISAカードのオンライン決済が2003年には724億

ドルになり、現在の不正利用率から計算すると、

１億7,400万ドルの不正利用が行われると予測を

しています。

不正利用による損失は、最終的には保険会社や

カード会社の負担になって、直接消費者の負担に

なるわけではありませんが、これが大きな問題に

なってきています。

カードで簡単に決済できて、大変便利になった

月
尾
　
嘉
男
氏



一方、非常に大きな犯罪行為が予測されて、その

損失が莫大な金額なので、最初に例としてお話し

しました。

牧野 出会い系サイトが最近話題になっていま

すが、昔は「恋人をつくる」「友達をつくる」と

いうと、ある程度体力が要るというか、いろいろ

な感覚・感情のつつき合いをしなければならなか

ったのですが、今ではメール１本で友達や恋人が

簡単にできる時代になりました。

しかし、このメディアには匿名性があって、女

性だと思っていたら実は男性だったというような

話がたくさんあります。接触するのが簡単になっ

て大変便利になった面はありますが、その分危険

な落とし穴もあって、売春や脅迫などにつながっ

たりもします。

また、ネットオークションは欲しいものがごく

簡単に、安く手にすることができますが、実はが

らくたや欠陥品を買ってしまったということがあ

ります。便利なようでも上手に使わないと、とん

でもない詐欺行為に巻き込まれることもありま

す。

IT技術によって、ネットワークの中の敷居が低

くなって、いろいろなところに簡単に接続できる

ようになりましたが、危険性が同じように拡がり

つつある感じを受けています。

司会 つまり「IT社会はコンビニエンスだけと

いうことができない性質のものだ」ということで

すね。

月尾さん、いかがですか。

月尾 新領域創成科学研究科は、本郷だけでは

なく、駒場や各研究所などに、先生と生徒が空間

的に分散していて、インターネットがなければ成

り立たない社会になっています。

たとえば、教授会の開催通知も、文書で送ると

何日もかかかりますが、現在では全部メールだけ

で処理しています。議事録もメールで流され、そ

れに対して意見があれば書き加えて送るというか

たちです。

また、私は今年就職担当をしていますが、分散
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したキャンパスにいる50～60人の学生を、最初

だけ集めて全体の説明をしました。しかし、あと

はすべてメールだけで「いついつどこへ面接に行

きなさい」「合格通知が来ました」「こういう書類

を出しなさい」という連絡を行います。メールな

ら24時間対応できますから、非常に便利になっ

たということを実感しています。

一方、ハイリスクのほうでもっとも気にしてい

るのはサーバーのセキュリティです。侵入されて

書き込みをされる程度であればまだいいのです

が、問題なのは、自分の管理しているサーバーを

経由して、たとえばアメリカの企業や国家機関を

アタックするというように、攻撃の窓口として利

用されることです。

現実に昨年１月に科学技術庁のホームページな

どが改ざんされたときには、ある国内の大学のサ

ーバーが使われました。

最終的に攻撃を受けた組織が大きな損害を受け

たときに、経由した窓口が訴えられるとすると、

現在の大学の体制では経済的にはほとんど対応で

きません。

司会 NHKにもいろいろなところから毎日、

相当数の侵入があって、それを防ぐのに必死の状

況です。１週間に１回くらい、「こういうことが

あったので、メールの添付文書をうかつに開けな

いように」というような注意が回ってくる状況で

す。

公開されてもいい個人情報と
しっかり守るべき個人情報

司会 それでは、松原さんが言われたクレジッ

トカードの話から議論を展開したいと思います。

金銭的な面もさることながら、これは大きな問

題で、クレジットカードを使って、たとえば書店

で本を買うと、「どんな本を買ったか」というこ

とが情報として記録されてしまいます。



保護すべきです。しかし、たとえば、電話帳にも

掲載されているような、名前、住所程度の情報に

ついては、それほど強く守らなくてもいいという

見解を私は持っています。

司会 松原さん、アメリカではどういうことに

なっているでしょう。

松原 EUには「個人情報保護指令」があって、

アメリカもある程度それに歩み寄るかたちになっ

てきています。EU指令の特徴は、自分の情報が

どう扱われるかを自分が管理できることが、基本

原則としてあるということです。

アメリカの事例としては、アメリカンエアライ

ンがEUに訴えられた例があります。

これは、食物に宗教上の制限がある乗客のため

の特別の食事があって、これを注文した人の名前

が、航空会社のリザベーションシステムでわかり

ます。逆に、その記録を見ればこの食事を注文し

た人の宗教がわかってしまうということで、問題

になりました。

また、レンタルビデオのチェーンで、「誰がど

んなビデオを借りたか」がデータベースになって

いて問題になったケースがありました。

月尾 情報の価値は一人一人違うので、それを

一つの法律で護ろうというのは、大変難しい問題

だと思います。

インターネットのように責任者が管理していな

いネットワークで通信される情報は、個々人が、

公開されてもいいという意識を持って臨むしかな

いと思います。どう防いでも、狙われればいつか

は破られます。

一方、カルテや戸籍、何を買ったかという情報

など、他者が管理する情報は、個人にとっての価

値の如何に関わらず、非常に厳しく守る制度が必

要です。

漏洩しては困る情報を伝えるときには、インタ

ーネット以外の手段、電話やファクシミリなど、

管理されたネットワークを利用すべきです。イン

ターネットを使って情報を伝えるという行為は、

場合によっては漏れるかも知れないと本人が認識
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情報と言っても、その内容はプライバシーに関

わるものから、単なる符号のようなものまであり、

確実に守るべき個人情報と、「これはまあ、いい

のではないか」と考えられる情報と、その線引き

の問題が一つあります。

それから誰に対して誰の情報を守るのかについ

ても議論したいと思います。

牧野 今、法案として出ている「個人情報保護

法」では個人情報の概念が物凄く広いのです。直

接個人を識別できる情報だけでなく、直接識別で

きなくても、ほかの指標を合わせることによって

識別できる情報も含めて全部を守る、という法律

です。

守る対象が広いと、法律効果としては物凄く薄

くなります。企業活動が停滞したり、社会経済が

うまく回らなくなるため、罰則がほとんどない非

常に緩やかな法律になります。

この法案は、報道の自由、取材の自由の問題も

あり、国会を通るかどうかわかりませんが、仮り

に通ったとしても、実効性をいかに確保するかが

問題になると思います。

その意味では、今、指摘された「守るべき個人

情報」と「守らなくてもいい個人情報」の区分け

は必要だと思います。

例えば、医療情報や信用情報、あるいは、思想、

信条などの自由に関わるような情報などは、強く

牧
野
　
二
郎
氏
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していると判断されても仕方がない。そういう社

会的な啓発をする必要があると思います。

個人情報保護の「EU指令」と
「個人情報保護法」

司会 情報が自由に流通するのがネット社会の

いいところですが、全く無原則では困ります。そ

のためには管理が必要ですが、管理の結果として、

監視されているようなことになってしまうと、こ

れもまた非常に具合が悪くなります。

そういうことを防ぐには一人一人の理解や意識

も重要ですが、やはり法律など制度的なものが必

要だと思います。

松原さんは「自分の情報は自分で管理できると

いうことが重要だ」と言われましたが、具体的に

はどういう制度が考えられますか。

松原 EU指令では、個人情報を集めてデータ

ベースをつくる場合、「請求があったときに、し

かるべきコストで情報を開示する仕組みを持って

おかなければいけない」と義務づけています。

実際の実施率は非常に少ないようですが、プラ

イバシーマークのような認定制度を設けて普及を

図ることも考えられます。

牧野 「個人情報保護法案」にもそのような規

定があって、個人情報取扱事業者は、特定の個人

が「どんな情報になっているか確認したい」「情

報を訂正してほしい」と要求したら、必要に応じ

て対応しなければいけないことになっています。

「利用目的の達成に必要な範囲内において」と

いう冠言葉が付いていて、どの程度の運用になる

かはよくわかりませんが、小出さんが指摘された

ような議論は包含した制度にはなりつつありま

す。

蛇足ですが、個人情報取扱事業者には、報道機

関や弁護士も含まれるようで、範囲が広すぎると

いう問題点もあると思います。

司会 放送局も実は今、そのことで大変ぴりぴ

りし出しています。

法律ができると、「開示しろ」という要求がい

っぱい来ることが予想されますが、「オウム」の

ときに、あるテレビ局が事前に見せて大騒ぎにな

ったようなことが起こりうるわけです。

情報を持っている側からすると、ある意味では

たいへん厳しいわけですが、個人の側からすると

「やはり知りたい」というのは当然のことです。

今、一般の人は「情報が一極に集中し過ぎてい

るのではないか」という不安を持っています。１

カ所集中でない情報管理もあると思うのですが、

いかがですか。

牧野 現在、住民基本台帳ネットワーク構想が

急速に進められています。各地方自治体の住民登

録事項を、ネットワークですべてつなげて、情報

をどこからでも引き出せる情報流通機構をつくる

構想ですが、杉並区だけがこれに難色を示して、

「どうすべきか」議論をしています。

先日、区長と話をして、なかなか素晴らしいと

思ったのですが、集中管理で一つの線で結ばれる

と、セキュリティの弱い自治体のシステムも接合

されて、ネットワーク全体が脆弱になります。そ

のため、問題が生じた場合の対策などを検証しな

がら進めないといけません。また、情報をずさん

に使われる危ぐもあり、慎重に議論しています。

月尾 分散管理か一括管理かは、技術的には意

図を持ってアクセスするときに、１回侵入すれば

いいのか、あるいは複数回侵入しなければならな

いかというだけのことだと思います。

IT社会の本質的な問題は、さきほど牧野さんが

言われましたが、いろいろな情報を、いろいろな

ソースから集めることが極めて容易になったた

め、それを照合することによって、従来であれば

得られなかったような情報を推定もしくは確定で

きるということだと思います。

たとえば、特定の個人について、レンタルビデ

オを借りているという情報と戸籍の情報、あるい

は病院の情報を集めることが、技術的に可能であ



大学は基本的に公開された社会ですから、私の

学科ではバリアをそれほど高くしていませんが、

侵入されて、自分のサーバーがよそへアクセスす

る拠点にされないように注意しています。

もう一つは、これは企業ではそうもいかないと

思いますが、大学は基本的に公開社会であるとい

う認識で、できるだけ情報をオープンにしていま

す。人は、隠せば見たがりますが、オープンにす

ると一度は見に来ても、それほど関心を持たなく

なります。ですから、逆説的ですが、情報公開を

徹底することが、セキュリティには重要なことだ

と思います。

司会　『予防時報』の読者は「どうやったらガ

ードを固められるか」とか「見つけたとき、どう

したらいいか」と、ノウハウ的なことも知りたい

人がいると思いますが、松原さん、いかがでしょ

う。

松原 昔ハッカーで、今は侵入防止、安全管理

に携わっている人が、アメリカにはたくさんいま

す。そういうハッカーのノウハウを使うというこ

とが一つあります。

それはそれとして、いろいろなシステムについ

て、全部、同じセキュリティでいいと考えている

企業はだめです。

セキュリティを高めるにはお金がかかりますか

ら、優先順位付けをして、対策をして、その効果

分析をするということが基本ですが、これが意外

と行われていません。

それをきちっとやって、そのうえで本当にセキ

ュリティが必要なシステムは、インターネットに

つながなければいいのです。

たとえば、社内の人事情報だけを扱っているシ

ステムからインターネットにアクセスする必要

は、まったくありません。

司会 破綻したときにどれだけ被害が出るかと

いう観点から情報を整理する。それに基づいて、

これは絶対に守らなければならないというものに

ついては、インターネットから完全に遮断すると

いうことですね。
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ることが、IT社会の恐ろしさの本質です。

それを、危険だと思うなら、参加しないこと以

外、避ける方法は基本的にないと思います。

本当に重要なシステムは
インターネットに接続しない

司会 参加しないこと以外に解決法がないとい

っても、病気になれば病院に行かざるを得ないの

で、参加しないと生きていけないのが今の世の中

です。

まさに大矛盾を抱えた IT社会ですが、ちょっ

と話を先に進めて、さきほど月尾さんが言われた、

サーバーのアタックの問題から、もう少し広いネ

ット社会の話に行きたいと思います。

サーバーの安全管理は、侵入を早く見つけて対

処する、あるいはよそに対して警報を発するとい

うことが重要だと思いますが、どんな対策を講じ

ておられるのですか。

月尾 一つは、ファイヤウォールをはじめとす

るバリアを高くしています。さらに重要なときは

暗号も使います。しかしこれらは通信速度を落と

すという犠牲を払わなければなりませんので、そ

のトレードオフをどう判断するかが重要です。

松
原
　
榮
一
氏
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新しい社会秩序を求める人たちと
守旧派のせめぎ合い

司会　情報被害について、牧野さんのところに

訴訟などの依頼はありますか。

牧野 相談と言うか、打診のようなものはとき

どきありますが、結局、「バックアップをとって

いない自分の責任」というような話が多いです。

あと、データセンターなどの契約書を見ると

「いっさい責任は負いません」と、非常に強いガ

ードをかけられたものが、海外から入ってきてい

るような気がします。

松原 それは両方あって、センターあるいはユ

ーザーのどちらが外資系かで決まるようなところ

があります。

アメリカでも、機会損失までを補填しろとは通

常言いません。契約書に、どこまでの作業を行う

かという条項を明確に入れるのが現実的な方法で

しょう。

データセンターの機械を契約先企業に移して、

そこで運用まで全部行うという形態もこれから増

えると思います。そういうときに私どもは必ず、

たとえば、「１年間で何時間までシステムダウン

することは認めるが、何時間以上だったらペナル

ティを払え」というように、どこまでのことをギ

ャランティーしてくれるのか明確化するようアド

バイスしています。

司会 少し抽象的な話になりますが、ネットを

攻撃するのは、ごく普通の若者で、かつ極めてIT

については優秀な人だったりするのでびっくりし

ます。

あるときはネットを便利にするために活躍し、

またあるときは危険なことをする。そういう「ど

ちらにでもなりうる」ということが、問題を複雑

にしているのではないかと思います。

よいほうだけやってもらいたいと思うのです

が、それは可能でしょうか。

牧野 私が会う若い研究者、あるいは高校生ぐ

らいの人で、極めて高い能力を持っている人がい

ます。恐らく月尾先生の研究室に入っても、ばり

ばり研究成果をあげるような少年達だったりする

のだろうと思います。

ところが大人が彼らを苛立たせたりして、彼ら

が切れるような状態になると、猛然と攻撃してき

ます。優秀な人だけれども、自己規制ができない、

力を持て余してしまっている人が非常に多いとい

う感じです。

月尾 ２つ問題があると思います。

一つは、ハッカー的な人々が持っている価値観

は一般の人々の価値観とはずいぶん違っていて、

その価値観の食い違いから出てくる部分が大きい

ということです。

もう一つもそれに近いことですが、IT社会はか

なりカウンターカルチャーに根ざした部分が多

く、インターネットも、リナックス（ユニックス

機互換OS）もそうですが、メインストリームの

カルチャーとは違う流れで発展してきた技術で

す。

ところが最近、メインストリームのカルチャー

がいいとこ取りして、カウンターカルチャー的な

思想を切り捨てている部分があると思います。

それはどういうことかというと、お互いに持ち

出しで世界中のネットワークを運営しようという

発想で始まった技術を一部の企業がそれで大儲け

をしようとしています。そうすると、カウンター

カルチャー的な思想が残っている人たちは、従来

の資本主義的なカルチャーに組み込もうとするこ

とに対して強く反発して、攻撃するわけです。

司会 たしかに犯罪という意識は全然ない世界

ですね。

「価値観に食い違いがある」と言われましたが、

新しい価値観が出てこないと、なかなかうまく収

まらないだろうと思います。ネット社会の倫理の

ようなことは、どのように考えていったらよいで

しょうか。

松原　今まではどちらかというと、ハッカーや

クラッカーは、愉快犯でした。それがだんだん変
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わってきて、ビジネスとしてハッキングするとい

うことが出てくると思います。

たとえば、石油鉱区の利権の入札で、相手の情

報がわかれば20億、30億円払っても惜しくはあ

りません。ですから、ビジネスとしてのハッキン

グ、クラッキングが今後出てくると思います。こ

れを倫理的な面からなくそうとしても無理で、ビ

ジネスとしての IT犯罪はなくならないと思いま

す。

司会 ますます大規模化する。

松原 大規模で組織的で、それこそスーパーコ

ンピュータを駆使して情報を収集するかも知れま

せん。

牧野 去年、ヤフーやアマゾン・ドット・コム

がクラッカーにやられて、損害を被るということ

がありました。

損害を受けたのは大変ですが、それより大事な

のは、サーバーが止まっておかしくなったという

情報が流れて、株価が下落したことです。株価操

作の方法としてクラッキングをかけ、株価が落ち

たところで買って、高値で売り抜くことで、膨大

な資金を稼ぐことすらできるようになってきま

す。ですから、凄く不安定な恐ろしい場面が出て

くるという感じがします。

司会 今までは犯罪とされていたハッキング

が、エスタブリッシュメントになるという感じで

すか。

月尾 犯罪はある社会秩序が前提としてあっ

て、その社会秩序に対する違反や攻撃などを犯罪

とするわけです。

ところが新しい違う社会秩序をつくりたいと思

っている人には、それは犯罪でも何でもないわけ

です。たとえば、代表的なものは会員同士で音楽

ファイルを共有するシステムのナップスターで

す。ナップスターは現在の著作権制度を前提とす

れば犯罪ですが、著作権は旧い制度で、これから

の情報共有社会では、音楽を１曲作ったからと言

って何十億も儲けるのはけしからんと考えるよう

な、新しい思想の人々から見れば、ナップスター

は拍手喝采です。

今回は著作権秩序を守る社会が勝って、一応、

抑える形になりましたが、グヌーテラのように、

抑えることのできない技術を反対側はいくらでも

出してきます。

IT革命は、産業革命から続いてきた社会の秩序

を対象とした守旧派対改革派の闘いという見方も

できますので、単に「今の秩序を壊すのは犯罪だ

から処罰しろ」というだけでは、収まらない力を

持っています。これから壮絶な闘いをすることに

なると思います。

司会 新しい秩序を求める側は、若い世代が多

いということからすると、彼らの求める新秩序の

ほうが当たり前の世の中になっていくかも知れま

せん。

ただし、世の中は急激に動くとどうしてもがた

がたするので、徐々に行ったほうが軟着陸できる

という気がします。

＊グヌーテラ：ネットワーク接続されているコンピュータ間で

ファイルを共有するソフト

防共情報システム「エシュロン」が
今は企業競争に使われている

司会 ところで、国家連合として情報を収集し

ている「エシュロン」という組織があって、それ

が表に出てこないところでいろいろなことをやっ

ているらしいということが、最近明らかになって

きました。

安全管理の視点から、極めて怖いと思われるこ

とが、最強国家の行為として現れてきたわけです

が、これをどう考えますか。

月尾 先ほど小出さんが言われた「緩やかに変

化したほうがいい」という考え方ですが、それは

閉じた環境の中だけを考えると言われる通りだと

思います。日本だけのことを考えれば、誰もが納

得できる進み方がいいのですが、より広い急速に
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変化する社会があれば、そこに負けてしまいます。

現在の日本の状況がアメリカに負けているの

は、アメリカに較べてはるかに緩やかにしか社会

を変革しなかったからだということをまず考えな

ければいけません。緩やな変化では立ち行かなく

なっているのです。

エシュロンは、もともと共産主義に対する防御

のために1947年につくられたシステムです。1980

年代の後半になって共産主義体制が崩壊し始める

と、エシュロンの役割は急速に低下しました。そ

れで役割を変えつつあって、経済情報の傍受も比

重を置くようになったわけです。

国益を守るためには、フランスもドイツも通信

傍受を行っているので、傍受自体には何ら文句を

言っていません。しかし、国益、国防という本来

の目的を超えた形で、民間企業に情報を流してい

るのは、「アンフェアだ」だと言っているわけです。

司会 エアバスの入札が問題になったと聞いて

いますが。

月尾　エアバスやブラジルの航空管制システム

の入札などが問題なりましたが、水かけ論で終わ

っています。

司会 ルールも何もないデスマッチですね。そ

れはやむをえないことなのでしょうか。松原さん、

どうですか。

松原 電波傍受はあちこちでやっていて、それ

が単に形を変えただけだと思います。日本だけが

やらなかったのですが、それは国の歴史というか、

おかれた環境が色濃く反映していると思います。

司会 「あれがいいなら何でもいいだろう」と

いうことにもつながっていくのではないかと思い

ますが、牧野さん、どうですか。

牧野 私はかなり否定的な見方をしています。

網羅的に情報を収集する国家連合または国家が、

健全にそれをコントロールできる能力を持ってい

るか疑問に思うからです。

国民がストップをかけられる、透明性のある仕

組みでない限り、許してはいけないと思っていま

す。今のエシュロンの進み方はちょっと怖い気が

します。

月尾 たとえば、こういうケースはどう考えら

れますか。数年前から軍事偵察衛星が民間に転用

されて、解像度１ｍ程度の写真を安い価額で提供

しています。これを徴税に利用することが可能で

す。たとえば、夏になると海岸に臨時の駐車場を

つくって儲けている人がたくさんいますが、何台

停めたかはほとんど把握できません。しかし、こ

の写真を使えば確実に把握できます。

これは違法もしくは倫理的に問題なのか、また

は国家として徴税権を行使するために最新技術を

使っているので、もっともなことだと思われるの

か、いかがですか。

牧野 それはコンセンサスの問題だと思いま

す。「徴税のためのこういうツールがある。これ

を使っていいだろうか」と問えば、恐らくコンセ

ンサスは得られると思います。

しかし、個人のプライベートな行動まで写って

しまいます。それを別の目的に利用するというこ

とになると、コンセンサスは得られないでしょ

う。

そうすると通信衛星を使うことがいいか悪いか

ということではなくて、どういう目的で、どうい

う手続きでというコンセンサスの積み重ねのよう

な気がします。

月尾 そうすると「徴税するのは国益に適うか

ら、それはいい」ということになると思います。

同じように「国防という国益を守る活動のために

情報収集をしている」ということも、日本では難

しいでしょうが、多くの国でコンセンサスは得ら

れると思います。

そこまでは問題はないでしょうが、フランスは

「本来の目的ではないところへ使う」と文句を言

っていますが、もしアメリカが情報公開をして、

「自国の企業を守るために使う」と国民に問うと、

微妙なことになると思います。

アメリカ国民にとってみれば、それは当然、自

国企業が入札で勝つためだから国益に適う。した

がって、そのために電波を傍受することも違法で
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はない、という解釈も成り立ちそうですが、どう

でしょうか。

牧野 そのへんはちょっと高度な話なので、難

しいですね。

ただ、くどいようですが、国防のために盗聴を

していいかどうかというのは、その盗聴が本当に

国防の役に立つのかどうか、どういう予算でやる

のか、もしそれで違法なことが起きたときにはど

う対応するのか、そういうことを明確にして、国

民が納得すればやってもいいと思います。

アメリカは、国内では盗聴は違法ですが、国外

で盗聴しているわけで、国民がそれを納得してい

るなら、それはそれでしょうがないと思います。

ただ、エシュロンが何の目的で、何を盗聴して

きたか、歴史的なこともはっきりさせられないま

ま、それに膨大な金が使われてきました。これは

基本的な民主主義のルール違反だと思います。だ

からそういうものの存在はマイナス評価せざるを

えないと思います。

IT社会は画一化、寡占化をもたらす？

司会 この点は強調しておきたい、あるいは言

い残したということを、最後に一言ずつ発言して

いただいて終わりたいと思います。

松原 これから IT社会ゆえのリスクは高まる

と思います。私どもの顧客は主として企業ですが、

「トップがリスクに対してもっと関心を高めてほ

しい」と訴えています。

日本は、「水と安全はただ」の時代が長かった

のですが、これはもう通用しない時代になってき

ています。それは皆わかっているはずですが、改

めてもう一度、強調しておきたいと思います。

牧野 私は意外と楽観的に見ています。今まで

見えなかったことが見えるようになって、問題が

大量に出てきたので、ちょっとショックを受けて

いるというのが現実だと思います。

ITが進んで、誰でも情報を発信できるようにな

ったから、情報が信頼できなくなったという部分

はたしかにありますが、たとえばNHKが、真偽

を判断できる的確な情報を出していけば、判断基

準が得られ、情報の全体像がよく見えるというこ

とになります。

そういう意味で、情報を見る目を持った専門の

ジャーナリストが、きちっと支えになってくれれ

ば、情報社会は意外と安定的に、上手にコントロ

ールできるのではないかと思っています。

月尾 情報の価値は多様さにあって、同じ情報

はあまり価値がないと言われています。

しかし一方、ITがもたらしているのは画一化、

デファクトスタンダード、グローバルスタンダー

ドが急速に席捲する社会です。

たとえば、携帯電話の着メロを提供している会

社が、5,000曲用意して、自由に選べるサービス

をしていますが、「実際は20曲くらいしかアクセ

スされない」そうです。

IT技術が急速な画一化、寡占化を押し進める状

況になって、どうしたら多様さを維持できるか心

配しています。「IT社会で何が起きているか」と

いうことでは、そこに関心があります。

司会 いろいろなお話が出てきて、非常に興味

深い２時間でした。

どうもありがとうございました。

小
出
　
五
郎
氏
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１． はじめに

「阪神・淡路大震災」から６年余、また「関東

大震災」から78年が経過した。特に首都圏では

「東海地震」・「神奈川県西部地震」は再来期に

さしかかっており、「首都圏直下地震」もいつ発

生しても不思議ではないとされている。首都圏に

は日本の人口の30％が集中している。１都３県に

限れば13,555k㎡の面積の土地に33,139千人が生活

している。僅か3.58％の国土に26.16％の人が集中

し、65才以上の高齢者も4,542千人が暮らしている

（1999年現在）。

「阪神・淡路大震災」の最大の教訓は、死者の

半数が高齢者であり、女性高齢者の死者は男性高

齢者の２倍にも達したことである。（女性高齢者

人口は平成７年国勢調査によれば、神戸市・兵庫

県では男性高齢者の２倍ではなく、1.5倍であっ

た。）

また震災後に、避難場所等で肺炎・内臓出血の

二次的被害が、高齢者を中心とする要援護者に集

中した。

「阪神・淡路大震災」で高齢者が犠牲になった

少子・高齢化の一層の進展と
要援護者の防災
＝読者投稿＝

＊おおまちひとし／都市防災研究会事務局長

ように、台湾集集地震でも同様の死者曲線を示し

たことが、本年２月28日に東京江戸博物館ホ－ル

で実施された「地震情報と防災対策に関する国際

シンポジウム」で国立中央大学応用地質学研究所

長のMr Kuo-linang WEN から報告された。

さらに本年発生した、１月31日の日航機907便

ニアミスによる負傷者42名、３月25日の「芸予地

震」による死者２名・負傷者289名、７月21日の

明石花火大会による死者11名・負傷者196名等は、

いずれも被害者が若年幼児や児童、あるいは女性

高齢者に多かった。

災害はいつの世にも要援護者（＝災害弱者）と

いわれる人たちが先ず犠牲になっており、「阪

神・淡路大震災」後、自治省消防庁の指示もあり、

各自治体は「地域防災計画」に要援護者（＝災害

弱者）編を設けることになった。そこで近未来に

大地震の到来が予想される首都圏において、中で

も「神奈川県西部地震」の到来が懸念される神奈

川県で実施した調査を中心に報告する。

２．神奈川県における『高齢者の防災対
策の現状と課題』より

1999年は国際高齢者年にあたり、全国労働者共

大間知倫＊



いるとは必ずしもいえなかった。

このような内臓疾患に陥る前に姉妹都市協定等

を利用して被災地外へ避難できるように考えてい

る市町村も少なかった。

神奈川県の場合、37市町村中、協定を有するの

は29市町村で、国内姉妹都市となると24になり、

被災者受入協定を有する市町村は11市町村にまで

激減する。しかも、被災者受入協定は児童に限定

されているケースがほとんどであった。

横浜市や川崎市は13大都市協定により、透析患

者等の受け入れはされるが、施設などに収容する

ことによって、発病を防止しようとするまでには

至っていない。

相模原市には「銀河連邦」という協定が岩手県

三陸町・秋田県能代町・長野県臼田町・鹿児島県

内之浦町等との間に締結されており、全国に協定

先が散在し、災害時に有効な機能が発揮できるの

ではないかと期待が持てた。この協定においては

児童の受け入れ、被災者への住宅の斡旋等も含ま

れていた。

(4) 避難所等における備蓄品

避難所等に、高齢者用とみなされる備蓄品のあ

る市町村は22（59.5％）であった。

特に茅ケ崎市では、車椅子10台、収尿器50個、

視覚障害者用として白杖120本（県内唯一）、松葉

杖60セット等が目を惹いた。

また、厚木市では障害者とボランティアに、ゼ

ッケンをあらかじめ配布すると同時に、避難所に

も予備を備蓄していた（県内唯一）。例えば「視

覚障害者」にはその旨表示したゼッケンを、その

ボランティアにはガイドヘルパ－という赤字で書

かれたゼッケンを渡している。同様に「聴覚障害

者」・「言語障害者」とそれぞれのボランティア

にも対応されていた。さらに、一般人でも対応で

きるように、障害者に「今、何が起こっているの

ですか」、「緊急避難場所に案内して下さい」とい

う２種類の名刺大のカ－ドを渡してあり、とっさ

の対応が誰にでも出来るよう配慮がされていた。

(5) 避難場所運営マニュアル

避難場所運営マニュアルの整備状況についても
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済組合連合会の助成研究として都市防災研究会で

は、神奈川県全域を対象として『高齢者の防災対

策の現状と課題』という調査研究を実施した。

１）自治体の要援護者向け施策

県内37市町村の防災担当者を対象に、高齢者を

中心とする要援護者に対する防災対策について、

その内容をヒアリング調査した。以下に具体的に

紹介する。

(1) 地域防災計画の実態

「地域防災計画」には要援護者（＝災害弱者）

向け施策が10指にあまるくらい記載されている自

治体が多かった。しかしその具体的な実施状況と

なると未着手のものが大半であった。防災講演会

を実施している市町は１／５で、高齢者を対象に

実施している自治体は愛川町が唯一であった。こ

こでは消防署長が全老人会をくまなく回り講話を

実施中であった。しかし老人会への加入率を考慮

すれば、高齢者にきめ細かく防災意識向上や防災

対策の普及をするという観点からは大きな課題を

残している。

(2) 弱者用マニュアルの整備

弱者用マニュアルを整備しているのは川崎市の

障害者へのイラスト入りマニュアル、茅ケ崎市の

マニュアル、厚木市の点字マニュアル程度で、ほ

とんど手がついていないのが現実であった。

特に障害者については、全体の数字は障害者手

帳の交付から把握できるが、個々の障害者の把握

は難しい。これは、一人暮らし老人、寝たきり老

人、痴呆性老人の把握以上に、プライバシ－の壁

が厚く、ボランティア団体に依存する部分が多く

なるためで、災害発生時に地域で対応するには大

きな課題を抱えている。

(3) 自治体間の相互協定

「阪神・淡路大震災」では、高齢者を中心とす

る要援護者に、避難場所等で次々と肺炎、ストレ

ス潰瘍、胃潰瘍による出血、等が見られた。この

ようなことにどう対応するか、自治体の対策は極

めて鈍いものであった。行政の縦割り組織上、高

齢者福祉課と防災対策課は充分な連携がとられて
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芳しい状態ではなかった。調査時点でマニュアル

を有するのは９自治体、作成中が２自治体で1/3

に満たない状況であった。その後整備が進み、

1/2程度にはなったと推定される。

「阪神・淡路大震災」ではマニュアル等も存在

せず、避難所は、学校職員、自治会関係者、ボラ

ンティア等により運営されたが、要援護者への配

慮が欠け、吹きさらしの冷たい場所で高齢者は

次々と体調を崩していった。市町村のマニュアル

や指針の整備は若干前進したが、最前線の避難場

所のマニュアルは一部の先進地域では行われてい

るものの、災害発生時のマニュアルに特化したも

のが多く、要援護者（＝災害弱者）や帰宅困難者

に触れたものは全くといっていい程見られない。

（これらの反省に基づいて、研究会では５～７月

に３回シリ－ズで横浜市総務局災害対策室と提

携、「避難場所運営マニュアル作成セミナ－」を

実施したが定員50名を30名も超える申込があり、

参加を断らねばならない事態となった。）

(6) 家具の固定

「阪神・淡路大震災」では家具の転倒や家具の

飛来により犠牲になった方が多かったが、自治体

で家具の固定に関して何らかの施策を行っていた

のは９自治体であった。家具の固定器具の無償給

付や、家具の固定作業の要望のある寝たきり老人

や一人暮らし老人家庭を民生委員が把握し、シル

バ－センタ－等が人材を派遣し作業を行うという

ものである。

しかし、これらの自治体においても予算の枠に

縛られ、毎年実施している自治体は皆無で、単年

度や複数年で事業終了という形であり、新規に発

生する希望は考慮の外にあった。例えば横浜市磯

子区では平成10～11年度に423件の家具固定を行

ったが、これは対象者の10％強に過ぎない。

(7) 高齢者の防災訓練参加

高齢者の防災訓練への参加については、総合防

災訓練に高齢者自身が参加している自治体が多

く、要援護者をどのように避難させるかというと

ころまでは考えが及んでいないようであった。防

災訓練の案内チラシや広報紙を見た限りでは、神

奈川県内では見あたらず、東京消防庁の「高齢者

等災害弱者を火災から守る」というパンフレット

に一人暮らしの老人や肢体の不自由な方は地域の

防災訓練に参加して下さいという呼び掛けをして

いる以外に目に触れるものはなかった。

神奈川県では、相模原市の社会福祉協議会が視

覚障害者や車椅子の方に、それぞれのボランティ

アの支援を得て実施したのが初めてである。２年

目は地域持ち回りで実施することが決まり、地元

自主防災組織も参加して実施されている。横浜市

でも本年２月に外国人等の災害弱者も加わって、

横浜市社会福祉協議会等が主体になって実施され

た。しかしながら、現在これらの訓練は一定の地

域でモデル的に行われているだけで、町の防災訓

練等ではほとんど実施されていない。防災訓練は

ほとんどの地域で行われているが、マンネリ化し

た訓練に陥りがちで、自分たちの身は自分たちで

守るという真剣みに欠けている。

(8) 在宅療養者への対策

在宅療養者への対策としては、平塚市の保健福

祉事務所において、大磯・二宮町の地域で保健婦

や訪問看護婦等が災害時に療養者にどう対応する

か研究を重ねて、「もしも・・の時のために」と

いうリ－フレットを作成し、500名を超える対象

者に配布が完了している。リ－フレットは本人の

氏名・住所・電話・家の目印・主な介護者・病名

等本人に関する記述欄、かかりつけの医師・薬局

欄、家族・身近な人・関係機関などの連絡先等の

欄があり、本人、民生委員、保健婦等が情報を共

有している。

以上神奈川県における自治体を中心とした要援

護者に関わる防災対策を一瞥した。部分的に優れ

た取り組みも見られたが全体としてはまだ問題の

所在を充分把握していない自治体も多い。予算面

の制約もあるが、行政の縦割りや、防災担当者が

簡単に配置換えされ、その部門で腰を据えて取組

む環境にない場合も多かった。



２）防災意識・防災対策アンケ－ト調査

首都圏でも特に地震環境の厳しい神奈川県にお

いて、「東海地震」や「神奈川県西部地震」の発

生、あるいは首都圏直下地震の切迫にどのような

意識を有し、どのような対策を講じているか、高

齢者の方に20の設問と自由意見を求め、1,016名

から回答を得た。回答には神奈川県老人クラブ連

合会（ゆめクラブ神奈川）、横浜市老人クラブ連

合会、川崎市老人クラブ連合会の協力を得た。そ

れ以外に研究会では、会員の居住する地域、横浜

市・川崎市でも単位老人会から協力頂いた。

(1) 高齢者の防災対策

「阪神・淡路大震災」の死傷者の大部分は家具

の転倒、家具の飛来、建物の破壊、ガラスの飛散

などによるもので、これらの原因による死者は、

焼死の９倍にも達した。

寝室や居間、

台所などに家具

の固定をしてい

る（設問①～④）

のは、神奈川県

35市町村男性で

は30％台、女性

では30％に達し

なかった。横浜

市では女性の台

所戸棚固定が

40％に達する一

方、照明器具の

固定は16.4％に

止まった。その

他の地域では、

この数字を下回

る傾向が顕著で

あった。その理

由として、横浜

市の調査の対象

が老人会の役員

を中心に行われ

ており、防災意
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識の高い方がその役員に就任している傾向がある

ためと思われる。したがって、その他の地域の単

位老人会で実施した調査が実態を反映しているの

ではないかと思われる。

ガラスの飛散防止（設問⑤）については極めて

関心が薄く、いずれも10％以下になり、日限山男

性では１名も該当者がいないという事態であっ

た。

これらの状況については様々な理由があるが、

そうすれば良いと知っていても高齢、特に一人暮

らし女性では「作業が出来ない」とか、「借家の

ため家主の許可が必要」などが考えられる。ただ

し、根底にある理由としては他の調査から類推し

ても、「正しい防災知識が持たれていない」こと

が懸念される。

また防災意識について、防災訓練や防災行事へ

神奈川県男 神奈川県女 横浜市男 横浜市女 日限山男 日限山女

①寝室家具無 32.91% 28.77% 31.43% 31.14% 26.67% 31.82%
②居間家具固定 32.91 27.40 30.48 34.43 13.33 13.64
③台所戸棚固定 36.39 28.77 36.19 40.98 13.33 31.82
④照明器具固定 31.01 21.92 36.07 16.39 13.33 4.55
⑤飛散防止フィルム 9.49 5.48 9.52 8.00 0.00 18.18
⑥広域避難場所知る 94.03 86.99 96.67 91.80 80.00 95.45
⑦広域避難場所10分 75.63 76.71 62.38 45.90 46.67 36.36
⑧避難場所知る 87.97 86.30 93.81 93.44 73.33 72.73
⑨避難場所10分 77.53 69.18 79.04 52.46 46.67 40.91
⑩慢性持病有 36.08 45.21 31.43 36.07 46.67 59.09
⑪持病常用薬メモ保有 23.73 35.62 25.24 29.51 20.00 45.45
⑫救助用笛携帯 18.35 11.64 20.00 16.39 13.33 36.36
⑬連絡先自治会通知 14.56 8.90 23.33 14.75 0.00 9.09
⑭防災カード携帯 44.30 41.10 50.48 44.26 20.00 40.91
⑮ガス元栓閉鎖隣依頼 16.14 19.86 21.43 16.39 13.33 9.09
⑯防災訓練行事必出席 77.22 58.90 82.38 73.77 40.00 31.82
⑰地域の人100人知合 43.98 31.51 41.43 39.34 6.67 4.84
⑱水食料3日分備蓄 58.86 56.85 56.67 59.02 60.00 77.27
⑲救急セット消火器 74.05 73.29 83.33 88.52 60.00 90.91
⑳ボランティアが見守 26.58 24.66 41.90 36.07 0.00 4.54

回答者数 ３１６ １４６ ２１０ ６５ １５ ２２

注１）平成１１年９月。 神奈川県には横浜市・川崎市を含まず。
注２）日限山は横浜市港南区日限山で昭和40年代半ばより開発された戸建て80％台の地域である。

平成12年３月末現在高齢化率13.82％。
注３）⑦⑨の設問は10分以内に到着できるかという設問。⑳はライフライン途絶時にボランティ

アや自治体が水・食料を届けてくれるシステムがあるかという問い。

高齢者の防災意識アンケ－ト調査結果（６５才以上）で「はい」と回答した割合
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の必ず出席を心がけているという設問（設問⑯）

の回答は、いずれの地域においても男性より女性

の方が参加意欲に乏しいという結果となった。こ

れは「阪神・淡路大震災」で女性高齢者の死者が

多かった遠因の一つではないかと考えられる。

(2) 自由意見から

自由に意見を聞いたが、心臓病治療のため医療

器具が心臓に埋め込まれている方から次のような

注目すべき意見があったので紹介する。

「主治医にMRIレントゲンの撮影、磁気類の貼

付及び携帯電話等磁気を発生するものは、身体に

つけたり携行しないよう禁じられている。避難場

所等で外観からは携帯電話所有者の判別も出来な

い。」（川崎市居住）

現在の避難場所のマニュアル等は、発災直後の

対応に限られたものがほとんどで、避難所使用の

ル－ルが決められたものは少ない。まして、携帯

電話について触れたものは今まで目にしたことが

ない。

このほか、「家具の固定用具」、「飛散防止フィ

ルム」、「防災カ－ド」等がどこで入手できるか教

えてほしいという意見も何件か寄せられた。（横

浜市居住者等）

家具固定器具や飛散防止フィルムの入手方法な

どの防災情報を自治会や老人会等がうまく伝える

機能を果たしていないことを痛感させられた。

３．『横浜市の地区社会福祉協議会と要援
護者の防災』より

本報告は横浜市社会福祉協議会の福祉のまちづ

くり助成研究として実施した。『高齢者の防災対

策の現状と課題』では自治体と高齢者を中心とす

る要援護者自身について調査したが、今回は日常

地域で要援護者のケアを行っている地区社会福祉

協議会が、民生委員等を中心にどのような防災対

策を進めているか調査したものである。

本件調査に協力頂いた地区社会福祉協議会は26

団体で、市内18区の社会福祉協議会の推薦により

ヒアリングとアンケ－ト調査を実施した。この調

査では最初から調査を回避したいという傾向が強

く、日頃防災までは手が回っていないという現状

が伺えた。

(1) 特徴的な取り組み

保土ケ谷区上新地区では、平成６年から地域の

一人暮らし、寝たきり、痴呆性老人、高齢夫婦、

昼間の一人暮らし、障害者等について名簿管理を

実施し、パソコンによるデ－タの蓄積及び毎年12

月にデ－タ更新を行っている。さらに、民生委員

ごと、14自治会ごとに台帳を作成し、学校・消防

署・福祉事務所・保健指導委員会・友愛活動推進

委員会・青少年指導委員会・体育指導委員会・民

生委員・自治会（町内会）等で情報が共有されて

いて、特筆すべきことであった。

また神奈川区白幡地区では、小学校に防災セン

タ－を建設し、災害時の要援護者避難場所として

活用したり、８自治会には車椅子の備蓄を完了す

るなど、他では見られない活動があった。

(2) 介護保険と要援護者

介護保険制度が開始されて、要介護の方のデ－

タが公開されるようになった。横浜市では平成12

年12月末現在、５万名を超える認定者が存在し、

20％は施設に入所中である。認定は要支援と要介

護１～５の６段階に区分されている。これらの方

を、仮に災害時に自力避難困難者と位置付ければ、

在宅の方は４万２千名になる。

従来民生委員が一人暮らし老人、寝たきり老人、

痴呆性老人等を把握しているが、平成11年９月15

日現在で53千名、障害者が79千名（障害者手帳保

有者）等で、自力避難困難者は正確に把握されて

いなかった。介護保険の認定者は区別には公表さ

れているが、地域では障害者と同じく正確に把握

されているわけではない。

日頃地域で、地区社会福祉協議会の主たる構成

員である民生委員が中心になり、要介護者をケア

しているが、その人数は3,900名余で、友愛活動

推進委員3,600名や地域防災拠点（横浜市では小

中学校に避難場所や防災資器材備蓄庫、情報受発

信機能を持たせて以上のようにネ－ミングしてい

る）の救出救護班4,500名（推定）等が自力避難



民活動の誕生等を指摘している。

またマイナス面や安全について触れるところも

展開されているが、四世代が町に共住しニ－ズを

認め合い支え合う社会を形成するチャンスである

としている。

しかし木造平屋や木造二階建てがほとんどであ

った時代から、マンション混在の時代になり助け

合い意識の稀薄となった現在、首都圏は17世紀に

８回、19世紀に５回大きな被害をもたらす大地震

が発生しており、21世紀初頭にも予想される複数

の大地震に対応する時間はあまり残されていない

ことを考えてコミュニティの構築を進めなければ

ならない。

そのためには、幼児→小学生→中学生→高校生

→大学生→社会人→高齢者と、一貫した防災教育

の体系化が必要であり、国・自治体・科学者・企

業・市民の間での防災情報の共有化が図られ、ま

た、縦割り等で共有化が不充分な自治体において

も、各部門での一層の共有化が進展して初めて防

災コミュニティが形成されることになろう。さら

に、日常の福祉活動の中にさりげなく防災活動を

行い、また防災活動の中に福祉活動を織り込み、

21世紀型防災福祉コミュニティを構築することが

必要である。そして社会構造の変化は益々進展す

るので、その変化を先取りしたコミュニティを形

成しなければならない。さもなくば、せっかくの

努力が水泡となりかねない。
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困難者の救出救護を担当したとしても、一人で

3.5人の面倒を見るという事態にならざるを得な

い。しかし大地震が発生した時地域に不在であっ

たり、本人家族の死傷により活動できない場合や、

民生委員・友愛委員の1/3以上が高齢者であるこ

とを考慮すれば、ほとんど災害時の救出救護には

機能しないものと考えねばならない。

もちろん要介護者自身の家族やヘルパ－の存在

もあるが、家族も四六時中つきっきりでもないう

えに、家族も高齢者であること、ヘルパ－は地域

外から通っていることを考えれば、要介護者は極

めて厳しい災害環境にあることが理解できよう。

地域によっては、90才以上の高齢者を近隣４名で

災害時の体制を組織している例（パ－クタウン茅

ケ崎）もあるが、極めて希有な例である。

４．21世紀社会構造変化の見通し

戦後、東京一局集中が進行し、少子・高齢化社

会、核家族化、職住遠隔社会の進展をもたらした。

この傾向は今後も加速され、2006年には高齢化率

20％の突破、『日本の世帯数の将来推計』によれ

ば、2020年には高齢世帯に占める単独世帯は

31.2％に達し、女性高齢者一人暮らしの激増が予

想される（平成７年の横浜市における女性の一人

暮らしは、男性高齢者の３倍であった）。

この推計では、高齢世帯の比率は35.2％となり、

また単独世帯が全国では36都道府県で世帯類型の

トップとなるとしている。家庭が夫婦と子供や祖

父母から成立つ社会構造は根底から崩れ、地域社

会コミュニティの存立の基盤をどうするかが大き

な課題となっている。

『都市問題研究』’01年６月号に樋口恵子氏は

「少子・高齢化は心の都市政策」という論文を寄

せて、高齢社会は「五つ星社会」であるとしてい

る。昔に比べれば良い社会という認識に立ち、①

平和と生活水準の向上、②平均寿命の長くなるこ

とにより子供を生まなくてよい、③健常者と障害

者の壁が崩れる、④男女共同参画社会、⑤血縁か

ら地縁、志縁への転換によりNPOグル－プや市 図　防災社会概念図
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１．はじめに

人類は誕生以来、生命に危害を及ぼす安全問題

が最大の関心事であり、親は子供に対して危険な

事柄を真先に教育してきた。そして、しばしば発

生し防ぐことの出来ない事故及び自然災害に対し

て、人間は無力さを感じて神仏に安全を祈願する

ことが重大な儀式であった。

21世紀を迎えた現代社会は昔と比較して科学技

術の著しい進歩により、物質文明を謳歌し生活の

利便さを手に入れたが、果たしてより安全な社会

を築いたでのであろうか？

日本の年間で発生する交通事故の死傷者が約

120万人と驚くべき数字が示すように、高度に発

達した文明社会では生命に及ぼすリスクが減った

のではなく、むしろ新たなリスクに変質して、

我々を脅かしているのが現状である。

本題であるプロセス産業の安全管理において

も、高度成長期を経験した熟練者の定年退職など

機能安全規格JISC0508が
求める安全計装システムの
現状と課題

＊いけだみきお／横河電機株式会社システム事業部
マーケティング部マネージャー

急激な環境変化が起きており、新たな安全管理が

求められている。その手法の一つとして、リスク

マネージメントを含むプロセス産業における機能

安全規格JISC0508（IEC61508の和訳版）が制定さ

れ、脚光を浴びている。

以下では「わが国における安全上の課題」を振

り返りながら、「リスクマネージメント」の必要

性を述べると同時に「JISC0508の規格概要紹介」、

「安全計装システム」、及び「規格に適合した

Safety-PLC」を紹介する。

２．わが国における安全上の課題　

１）安全管理の変遷及び環境事情の変化

1960年代から1970年代前半の高度成長期では多

数の新規プラントが建設され、それに伴ってプラ

ントの爆発火災が多発して社会問題となった。そ

のため行政は「高圧ガス取締法（現 高圧ガス保

安法）」、「消防法」、及び「労働安全衛生法」等の

安全規制を強化する内容に改定した。さらに「石

油化学コンビナート法」を新規制定するなど強制

池田幹男＊



これら規格は機械設備及びプラントの各ライフ

サイクル段階で潜在化するリスクを分析評価し、

許容されるリスク水準までリスクをコントロール

する「リスクマネージメント」を安全に対する基

本的な考え方としている。このような考え方はわ

が国でも今後の安全管理の潮流となることは必須

の情勢と考えられる。

２）安全の持つ本質的な社会問題

(1) 生産性と安全性の優先順位

生産性より安全性が優先されることは誰も異論

を挟むところではないが、それを維持し続けるこ

とは予想外に難しいことである。JCO事故は生産

効率を高めるために、安全上必要な処理工程をバ

イパスしたことが直接の事故要因となった。この

ように企業は経済性を追求するあまりに生産性を

重視して、その結果として安全性が軽視されるこ

とが起きてくる。

(2) 安全関連設備投資の分離

プラントの安全関連設備は、製造設備のように

生産に必要不可欠なものではなく、またそのメリ

ットを明確に示しにくいため

に、企業の設備投資の優先順

位が低くなるという本質的な

問題を抱えている。そのため、

安全対策の設備投資はついつ

い後回しとなってしまい、事

故を引き起こしてから、後悔

するのが常である。またわが

国では、製造部門に安全関連

を含む全ての設備投資責任が

あり、投資メリットを示せな

い安全投資は製造部門では予

算申請化しづらい。

一方欧米の企業では安全関

連への投資予算は生産投資と

は別目的を持つ予算とされ、

製造設備投資予算とは分離さ
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法規による安全規制を実施させることで、爆発災

害事故を大幅に低減させてきた。

特に高圧ガス取締法は、危険な高圧ガスを対象

とするプラント設備の物理的防護対策から、安全

管理の組織体制まで求めたもので、プラントの爆

発災害防止に大きく寄与してきた。また日本独自

の「指差呼称」及び「危険予知活動；KYT」も導

入されるなど、現場中心の労働安全作業運動が進

められ、労働災害の防止にも努めてきた。

ところが、ここ数年マスコミを騒がせた「某化

学工場の運転中爆発事故」及び「東海村の放射能

漏れ事故」等で見られるように、従来では考えら

れなかった事故が目立ち始めている。これらの災

害事故は単に偶発的に生じたものではなく、図１

に示すような労働安全環境の変化も大いに影響し

ていると考えられる。

以上のような国内の安全事情とは別に、機械

安全ではISO12100の制定、プラント安全では

IEC61508(JISC0508)等の国際安全規格が相次いで

制定され、わが国にも国際安全規格に遵守するこ

とを求めている。

図１　労働安全環境の変化（プロセス産業）
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れて、安全専門組織の責任判断で予算を実施する

のが一般的である。従って安全関連への投資が生

産設備の投資と比較されて、その優先度が下がる

ことはない。

(3) 安全関連法規の規制緩和

最近、市場の規制緩和政策に伴い、安全関連法

規に関しても規制緩和を求める動きがでている。

日本では縦割り行政のもとで、各省が発行する安

全法規にはダブリが複雑に生じていることが多

く、その非効率な規制を緩和する要望は強い。

また法規は最低限のことしか記述されず、技術

進歩に追従できていない等の批判もある。しかし、

法規制は建設認可及び違反による罰則等の拘束力

があるため、企業は法規制を遵守してきたのは事

実である。

一方、企業の自主保安による安全活動は、自己

責任において安全管理を推進する点では好ましい

活動だが、企業の経済性追求の影響を受けて、見

せかけだけの安全管理活動となるケースも見受け

られる。この場合、企業は明確な安全方針、対策

内容及び公的規格準拠等の方針を地域住民等に公

開し、場合によっては第三者機関による監視チェ

ックを受けるなど、一層高いハードルを設定する

必要があるように思われる。

(4) 計装機器メーカの安全対策

一般消費者が通常取り扱う家電製品は、

「電気用品安全法」の適用を受けて、感電

対策及び発火対策等の安全規制が非常に厳

しい。ところが計装機器メーカが扱うプロ

セス機器は、海外安全規格準拠及びCEマ

ーク取得が求められる輸出機器対応は別に

して、国内市場の安全規制は比較的厳しく

ない。従ってコストダウン競争が厳しい昨

今では、コストアップにつながる機器の安

全対策はメーカ側ではしづらい環境となっ

ている。

また従来より、安全専用のプロセス機器

はニーズが少なく市場に提供されなかった

ため、国内では一般のプロセス機器を安全関連シ

ステムにも使用しているのが現状である。

しかし、PL法が制定されてから、メーカ側は

PLC(Programmable Logic Controller)及びDCS

(Distributed Control System)等の制御機器が人命

被害にかかわる安全関連に使用できないことを宣

言し始めており、また緊急Shut Down装置に一般

的に使用されてきた制御用リレーも、安全装置に

使用できないことを明記しはじめている。

３）リスクマネージメントの必要性

オランダの安全研究機関であるTNOが、過去の

プラント事故原因を分析した結果を図２に示す。

プラントの事故発生原因は、操作ミス及び設計ミ

ス等の人為的なものから、設備のハードウェア故

障等も含めて色々あり、幅広い業務組織にわたっ

てリスクが潜在化していることがわかる。従って

プラントの安全対策はプラントライフサイクルの

全段階でソフト（管理）面とハード（設備）面に

わたって実施することが重要となる。

とりわけ、設計から運転段階前までの安全対策

は、事故の未然防止を図る上で非常に重要なもの

である。この段階の安全対策は現場熟練者だけで

は対応できず、安全専門設計、運転及び保全等の

専門家がチーム編成で対応することが求められ

図２　プラント事故の原因



る。欧米では石油化学プラント等

の危険プラントに対して 、

「Safety Report」を提出すること

が法的に義務付けられ、リスクマ

ネージメントによる安全対策が既

に実践されている。

一方、わが国は強制法規ではな

いが、「化学プラントにかかるセ

ーフティ・アセスメントに関する

指針；S51年発行」が最新の安全

評価技術を踏まえた内容に昨年度

3月改正され、厚生労働省より関

連業界及び行政当局に対して周知

徹底の通達がなされた。さらに本

年３月、初めて具体的内容を盛り

込んだ「指針の解説書」も発行され、石油化学業

界に「セーフティ・アセスメント」の実施を強く

求め始めている。これは後述するJISC0508規格の

求めるリスクアセスメントと内容的には大差がな

く、今後の安全管理にはリスクマネージメントが

重要なキーポイントであることを示している。

３．安全計装システム
(Safety Instrumented System;SIS)

１）安全防護層におけるSISの位置付け

安全防護の階層レイヤーとSISの位置付けを図

３に示す。化学プラント等の爆発火災を防止する

ためには、先ず本質的に爆発火災を引き起こさな

いようプラントを設計することが求められる。例

えば、電車の踏み切り事故を防ぐには、遮断機に

よる横断をなくし立体交差にすれば、人が電車に

より轢かれる事故を本質的に防ぐことが出来る。

このような安全対策を「本質的安全」設計と言う。

ところが本質安全を追求すると設備があまりに

も高価になりすぎたり、化学プラントのように高

圧高温反応（危険エネルギーを増大）させないと

製品を作れないため、本質的安全対策がとれない
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プラントもある。そこで、次のプラント安全対策

としては、プラント設備に物理的及び機械的な強

度対策を施すことがある。

例えば高圧ガス保安法等でも規定されるよう

に、プロセスの異常時に高圧がかかってもプラン

ト設備に耐圧を持たせて、破裂によるリークがな

いよう設計することである。この対策を施しても、

当然耐圧限界を超えるプロセス異常時には役に立

たない。高圧ガス保安法等では、耐圧限界を超え

る圧力がかかった場合、外部にリーク可能な機械

的リリーフ弁を設けることが義務付けられてい

る。爆発火災を防止するためにはこの圧力対策だ

けでは不充分で、プラントの高圧現象を引き起こ

した原因を抑えると同時に内蔵する危険エネルギ

ーを小さくする必要がある。

例えば、反応暴走が原因で高温高圧となった場

合は、反応させる媒体の流入を遮断したり、反応

抑制剤の投入及び非常用冷却水の大量投入によ

り、反応層の温度を冷却する等の処置が必要とな

る。このような機能的に行う危険回避手段を「機

能安全」と言い、一般的にはセンサーで危険状態

を検出し、ロジックソルバーで決められた手続き

で遮断弁等を操作し、プラントを安全側に停止さ

図３　安全防護層におけるSISの位置付け
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せる。

これらに使用される安全計装用のプロセス機器

を安全計装システム(SIS)と言い、図４に例を示す。

SISと制御システムは、ある環境下においては同

じ原因で同時に故障を引き起こす、いわゆる「共

通原因故障」が考えられるので独立して設置する

のが一般的である。

２）SISのミッションと特長

SISは常時運転しているプラントの制御設備と

は異なり、緊急時以外は作動しないが、プロセス

の危険異常及び設備異常を知らせるトリップ要求

があった場合、確実にプラントを安全側に停止さ

せることがミッションとなる。またSIS自身の故

障はプラントが正常の場合でも誤ってプラント運

転を停止させてしまうので、SIS機器自身の信頼

性（誤トリップ率）も問われることになる。

SISの中核をなすPES (Programmable Electronic

Safety)は安全性の評価証明がユーザより求められ

るために、メーカ側は規格に準拠した機器を開発

し、第三者機関（ドイツの安全性認証機関;TUV

等）で認証取得する場合が一般的である。

３）安全システム特有な設計

電子機器の信頼性は平均故障率

λで示され、平均故障間隔

MTBF=1/λで信頼性評価するの

が一般的である。DCS等の制御シ

ステムは機器が故障した場合、即

に制御不能となるので信頼性を重

視した設計を行う。

一方、安全計装システムは緊急

時のトリップ要求に対する失敗

確率であるPFD(Probability of

Failure on Demand)で安全性を評

価し、特に「危険側故障率」を小

さくする設計を行う。例えば安全

機器自身が故障した場合、結果と

して安全側に故障するように、あらかじめ非対称

の故障モードを持つ部品をうまく利用したり、回

路を構成して、仮に故障が発生しても圧倒的に故

障モードが安全側に偏るように設計を行う。

また正常に作動しているか否か、全体を定期点

検する。機器の自己診断にしろ、計装の点検にし

ろ、診断の間隔は短い方が理論的には安全性は高

められることになる。仮に100%の故障に対して診

断が可能であれば、診断をした時点では正常で、

期待されている機能は確実に遂行する。そして診

断間隔に比して診断時間が十分に短ければ、アベ

ーラビリティを上げることが出来る。これを理論

式で示すと自己診断の有無により、PFDはa)、b)

で示される。

PFD（自己診断100%の機器）=λd×MTTR……a）
PFD（自己診断0%の機器）=λu×T/2……b）
λd；検出可能な危険側故障率
MTTR；平均修理時間（8h）
λu；検出不可能な危険側故障率
T；プルーフテスト間隔（マニュアルでの安全検査周
期;１年間の場合　約9,000h）

自己診断できない機器のプルーフテスト間隔を

１年間とし、両方の機器の危険側故障率を等しい

(λd=λu)と仮定した場合、自己診断100%のPFD

図４　安全計装システム例



Level)がSIL1～SIL4のどの安全ランクかを求める。

リスクグラフの例では損害の程度が「数名死亡」

の可能性があり、その危険場所には人は「めった

に」存在しないが、事故が発生した場合の「危険

回避手段が困難」で、そのリスクは発生確率

(W3)で発生する場合、SIL3レベルのリスク低減目

標が必要であることを示している。

SISはリスク（損害の程度×発生頻度）の中で、
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は自己診断0%のPFDと比較して約

1/1,000に小さくなる。この原理が

複雑なマイクロコンピュータを使

用したSIS機器であっても、自己診

断の出来ないリレー回路より、数

段上の安全性を実現する理由であ

る。

４．JISC0508規格の概要解説

電気、電子、プログラマブル電

子の電子安全関連系の機能安全

規格として、 J I S C 0 5 0 8規格

（IEC61508規格の和訳版）が1999

年７月制定され、2000年度に正式

発行された。プラントの機能安全

を実施するに当たって、各フェー

ズで求められた全安全ライフサイ

クル管理を図５に示す。本規格は

機能安全を実現するために必要な

安全関連のハード及びソフトウェ

アの規定から、プラントに適用す

る際のリスク分析評価、リスク軽

減策としての安全計装システムの

導入実現方法から廃棄までを規定

しており、幅の広い内容となって

いる。

本規格では「潜在危険の同定と

リスク分析」、「安全要求事項」及

び「安全要求事項の割当て」が重

要なポイントとなっているので以下に補足説明す

る。

プラントの設計段階で、各分野の専門家チーム

により、Hazop (Hazard & Operability Study)等の

リスク分析方法を用いて潜在危険を同定し、リス

ク項目をリストアップする。各リスクに対して、

図６に示す定性的なリスクグラフ手法を用いて、

低減すべき目標安全度水準SIL(Safety Integrity

図６　定性的なリスクグラフ分析（人身保護の低減目標SIL設定例）

図５ 全安全ライフサイクル管理
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発生頻度を小さくすることでリスク低減を行う。

SISによるリスク低減の一般概念を図７に示すが、

安全関連設備がない場合のEUC(Equipment under

Control)リスクから、防油堤のような「外部リス

ク緩和施設によるリスク低減」、リリーフ弁等の

ようなSIS以外の「他技術安全関連系によるリス

ク低減」及び「SISによるリスク低減」対策によ

り、社会的に許容される水準以下までリスクを低

減させる。なお社会的に許容さ

れるリスク水準については、

JIS規格では明示しないが、欧

米などの事例では飛行機事故並

み（100万人に１人の死亡確率）

の安全性を求めている。

その他 安全計装システムを

導入するに当たり、JOB担当者

の資質、独立性のある組織によ

る評価チェツク及び責任体制及

びドキュメント管理まで規定し

ている。

５．Safety-PLCの紹介

JISC0508規格にも適合した安

全専用の機器で、安全計装シス

テムの中核をなすSafety-PLCを

以下に紹介する。

Safety-PLCは安全専用に開発

されたPLCであり、一般の制御

用PLCと比較するとフェールセ

イフ設計、高い自己診断カバー

率、安全度水準(SIL)の認証取

得という点が安全面で大きく上

回る。また、CPU、I/Oの冗長

化およびオンラインでのモジュ

ール交換可能により、高い稼働

率も実現している。

Safety-PLCは、アプリケーシ

ョンにより安全度水準SILを選択することができ

る。安全度水準はシングル構成で SIL2、1oo2D 構

成で安全性と稼働率を両立してSIL3を実現してい

る。

図８において、各々の側はアプリケーション

SWと自己診断SWが直列に接続されていることか

ら、安全性の高い構成になっており、これらを並

列接続したものが1oo2D構成である。これにより、

図８　Safety-PLC 1oo2D構成（SIL3）

図７　リスク低減の一般概念
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実行側システムの自己診断が異常を検出した場

合、システムが自動的に実行側／待機側を切換え

ることで、プラントを誤トリップさせることなく

運転を継続することが出来る。

一般的な冗長化の問題点は、同一ストレスによ

って同時にダウンする可能性のある共通部の存在

である。Safety-PLCでは、このような共通原因故

障は、ラックの物理的分離と同一機能を異なる技

術で実現する多様性技術(Diversity)の適用で徹底

的に排除している。

例えば多様性技術の適用では、アプリケーショ

ン側SW(SWa)に半導体SW、診断側SW(SWd)にメ

カニカルSWを採用している。これは、強いスト

レスが加えられた場合でも、少なくともどちらか

が正常に動作することが期待でき、自己診断で異

常を検出した場合、同時に両方のSWにOFF指令

を出すことで、少なくともどちらか一方のSWに

よって確実にOFFできるという考え方に基づくも

のである。同様に、WDT(Watch Dog Timer)もア

ナログ回路とディジタル回路で冗長化しており、

ソフトも異なる処理方法を採用している。

エンジニアリング支援ツールとして、Windows

環境で動作する専用ソフトを提供している。オー

プンなIEC1131に準拠した４種類の言語を提供し

ており、プログラミングおよびシミュレーション、

モジュール状態表示、SER(Sequence of Event

Recorder)表示、セルフドキュメンテーションなど

が可能である。

６．プラントの損害保険への期待

「リスク低減」による安全対策を中心に述べて

きたが、損害保険は「リスク転稼」として一般的

に利用されている。プラント設備における損害保

険の種類としては、設備を担保とする設備保険が

主体である。これは担保とする設備が故障した場

合、修理及び故障した設備機器の費用を負担する

損害保険である。また故障した設備機器が復旧す

るまでの休止損失を保証する保険もある。これら

の保険金額は対象プラント及び担保により異なる

が、現在は価値総額の何％と一律に決められてい

るのが現状である。

同じプラント設備であっても、安全対策に熱心

な会社とそうでない会社ではプラントの爆発火災

によるリスクは大きく異なると思われるが、現在

は優良者割引きの保険とはなっていない。今後

JISC0508規格に準拠してユーザがリスクアセスメ

ントをし、プラント設備に十分なリスク低減対策

を施した場合も、保険料率が同じというのはおか

しなことになる。例えばスプリンクラー等消火設

備や消防車の装備状況によって保険料率を割引き

する制度のように、JISC0508規格に準拠してリス

ク低減したプラントに対して保険料率を割り引き

することが出来れば、ユーザにとってもメリット

は大きいと思われる。

まだ種々な課題はあるが、保険料率の差別化が

契約ユーザの安全を促進させる原動力と思われる

ので、そのような意味で保険会社の果たす役割は

大きいと思われる。

７．おわりに

従来、わが国は欧米に比較して経験豊富な現場

熟練者が多く存在していて、人に依存した安全管

理が主体であった。しかし熟練者不足が深刻化す

る今後、リスクマネージメント及びSIS機器導入

等の安全技術による災害防止に力を注ぐことが求

められている。
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はじめに

タイヤは自動車の走行装置の一部品であるが、

適切な種類のタイヤ（サイズ・パターン）を選択

し、適正に使用・管理されて、はじめて充分な機

能（性能）が発揮される。

中でも空気圧は、車の性能発揮はもとより安全

面をも左右するため、適正空気圧が自動車メーカ

ーによって車ごとに指定されている。選択タイヤ

が適切であっても、使用・管理、特に不適正空気

圧で使用された場合、タイヤ損傷など種々の問題

が発生する。

つまりタイヤの空気圧は最も重要な管理項目と

いえる。しかし、このことについて、ドライバー

の認識は意外に低い。そこでタイヤ安全啓発の一

環として「タイヤと空気圧」をテーマに解説す

る。

タイヤと空気圧

＊はっとり すすむ／社団法人日本自動車タイヤ協会タイ
ヤ検査・事故防止委員会委員長／横
浜ゴム株式会社タイヤ国内技術サー
ビス部長

１．空気圧過不足による影響

不適正空気圧には、一般にイメージしやすい空

気圧不足はもとより、逆に圧力が高すぎる空気圧

過多も含まれる。どのような悪影響が出るのか、

以下にあげてみる。

(1) 空気圧不足による悪影響

①タイヤ損傷

タイヤのたわみが大きくなり、過度の発熱によ

って剥離（セパレーション）や、コード切れを起

こす。

また、ビード部の動きが大きくなりリムずれ、

リムカットを起こす。

②経済性低下と走行性能悪化

タイヤのショルダー部に近い接地部の摩耗を早

めると同時に、走行安定性が悪化する。

③経済性低下

タイヤのころがり抵抗が増大し燃料消費量が多

くなる。

(2) 空気圧過多による悪影響

①衝撃吸収力の低下

トレッド部に外傷を受けやすくなる。また衝撃

によるバーストや、コード切れなどの損傷を起こ

服部進＊



しやすくなる。

②センター摩耗

発進時や制動時にスリップしやすくなりタイヤ

トレッドの中央部が早く摩耗する。

２．空気圧不足によるタイヤ損傷

次に、空気圧不足によるタイヤ損傷の具体的な

問題発生の実例を列挙する。指定空気圧より低い

場合、タイヤのタワミが大きくなり、カーカスの

屈曲やベルトのひずみが増大し、タイヤの耐久性

が大幅に低下する。

以下に示す写真は空気圧が低い場合（低圧）に

発生する不具合やタイヤ損傷例である。

なお、ラジアルタイヤの一般的な構造を図１に示

す。

図１ラジアルタイヤの構造

①トレッド部、ショルダー部の剥離

低圧走行により、内部剥離（セパレーション）

からバーストに至った（写真１）。

②ビード部の損傷

低圧走行により、ビード部が極端に変形し損傷

に至った（写真２）。

③カーカス部のコード切れ

極端な低圧走行により、タイヤサイド部に集中

的に繰り返し変形を受け、コード切れに至った

（写真３）。

④異常摩耗（両肩摩耗）

低圧走行により接地圧分布が不均一となり両外

側接地部が早く摩耗した（写真４）。
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写真１　トレッド部、ショルダー部の剥離

写真２　ビード部の損傷

写真３　カーカス部のコード切れ

写真４　異常摩耗（両肩摩耗）
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⑤溝底のクラック

低圧走行により生じた溝底ゴム割れ（写真５）。

⑥スタンディング・ウエーブ

空気圧不足の状態で高速走行をするとタイヤが

波状に変形する現象が発生しやすい。この現象を

スタンディングウェーブと言う。

スタンディングウエーブが発生すると、タイヤ

内部の温度が急上昇し、タイヤ構成材料（ゴムや

タイヤコード）の強力、接着力を低下させ、その

結果、高速回転の遠心力によってトレッドゴムが

飛散、タイヤ破壊に至る（写真６）。

３．空気圧不適正による経済性低下

先に見たように、タイヤの空気圧はその安全性

だけでなく、経済性にも大きく影響する。ここで

はタイヤ自体の寿命と、燃費への影響との関係に

ついて解説する。

(1) 空気圧と摩耗

タイヤの摩耗寿命は、空気圧が高くても低くて

も短くなる。図2は、適正空気圧のタイヤの寿命

を100としたときの不適正空気圧の寿命を示した

ものである。空気圧が高くても低くても、タイヤ

の寿命が短くなることが分かる。特に空気圧が低

い場合、適正空気圧に比較し大幅に寿命が短くな

っている。

また、グラフの下に、空気圧の違いによるタイ
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ヤの断面の形状及びトレッドの接地状況を示し

た。視覚的にも、タイヤに余計な負荷がかかって

いることが理解できると思う。

(2) 空気圧ところがり抵抗（燃費）

タイヤのころがり抵抗は、基本的にタイヤのタ

ワミ（歪）量に比例する。図3に示したとおり、

タイヤの負荷が大きい場合はタイヤのころがり抵

抗も大きくなる。また、タイヤ空気圧が低いと転

がり抵抗は大きくなり、空気圧を高くすれば小さ

くなる。

従って、荷重が一定であれば、タイヤの転がり

抵抗はタイヤ空気圧により調整が可能である。一

般的に、空気圧を10kPa増加させれば、ころがり

抵抗が約３％減少する。つまり、タイヤのころが

り抵抗を低減することで、車両の燃費向上を図る

ことができる。

４．空気圧管理の実態

(1) 日本自動車タイヤ協会の取り組み

以上述べた通り、車両の安全走行のために、ま

たタイヤを有効に使用するためにはタイヤ空気圧

管理は重要である。

社団法人日本自動車タイヤ協会（JATMA）で

は、タイヤの適正使用管理及び、事故の未然防止

を目的とした高速道路及び一般路でのタイヤ点検

による安全啓発活動や、タイヤ安全ニュース

（例：危ない空気圧不足）の発行、タイヤの日

（４月８日）のイベント（タイヤ空気圧、残溝点

検等）の実施、年末年始などに全国ネットによる、

空気圧の重要性を訴えるラジオCMやチラシによ

る適切なタイヤ管理ポイントのPRを行っている。

それらの取り組みの一つに、本部主催の定例活

動として昭和43年以降、毎年７月末に行う、東名

高速道路浜名湖サービスエリアでのタイヤの一斉

点検と、アンケート調査によるタイヤの安全啓発

活動がある。そこで、この一斉点検及びアンケー

ト調査の結果などから、空気圧管理の実態やドラ

イバーのタイヤに関する認識度の事例を見てみる

と以下の通りである。
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(2) 乗用車のタイヤ空気圧調査結果

表１に東名高速道路浜名湖サービスエリアでの

乗用車の空気圧調査の結果を示す。過去五年間の

不良率はばらつきがあるものの、10％～20％の間

に収まっており、常に一定割合存在していること

がわかる。したがって、今後も引続き空気圧管理

の啓発活動が必要であるといえる。

(3) 乗用車のスペアタイヤ（応急用）の空気圧調

査結果

表２に東名高速道路浜名湖サービスエリアで行

った乗用車のスペアタイヤ（応急用）の空気圧調

査結果を示す。

スペアタイヤ（応急用）装着の乗用車50台の内、

空気圧適正（420kPa）は、4～16％にすぎなかっ

た。

定期的な空気圧のチェックが必要であると同時

に、通常目の届かないトランクルームの下などに

装着されていることが多く、より一層の啓発活動

が望まれる。

(4) 小型トラック用タイヤの空気圧調査結果

図４は、平成11年２月に行った小型トラック用

タイヤの空気圧調査結果である。指定空気圧

600kPaに対し、空気圧不足が60％（1,337本）、空

気圧過多が14％（333本）で、適正空気圧は26％

（601本）であった。

予想以上に低圧使用が多く、タイヤ損傷の発生

表１　乗用車のタイヤ空気圧調査結果

1996/7/26 1997/7/25 1998/7/24 1999/7/23 2000/7/28

点検台数 219台 245台 118台 226台 225台

不良台数 24台 26台 23台 24台 35台

不良率（％） 11.0% 10.6% 19.5% 10.6% 15.6%

表２　乗用車のスペアタイヤ（応急用）の空気圧調査結果

1999/7/23 2000/7/28

点検台数 47台 50台

不足 ～100kPa 5台(10.6％) 6台(10.6％)
100～300kPa 22台(46.8％) 14台(28.0％)
300～420kPa 18台(38.3％) 22台(44.0％)

適正 420kPa 2台 ( 4.3％) 8台(16.0％)
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などが懸念される。

(5) 空気圧に関する認識度調査結果

東名高速道路浜名湖サービスエリアにおけるア

ンケート調査の結果では、「あなたの自動車のタ

イヤ指定空気圧を知っていますか。」との問いに

対して表３のような回答状況となっている。

年々認識度が低くなっているとも言えるような

結果となっており、なお一層の啓発活動が必要と

される。

なお、貸切バスについては1997年より調査を開

始した。

５．正しい空気圧を保つための
タイヤ管理

タイヤの適正空気圧管理のポイントを列挙し、

まとめとしたい。

(1) 出発時に必ずタイヤ点検を

出発前にタイヤ販売店やガソリンスタンドで、

タイヤの外観点検とエアーゲージを用い空気圧点

検を必ず実施する。

(2) 空気圧点検はタイヤが冷えているときに

タイヤの空気圧は走行前のタイヤが冷えている

ときに自動車メーカーの指定空気圧に調整する。

(3) 一時的に上昇した空気圧は抜かない

走行中、タイヤは発熱により空気圧が上昇する。

上昇分の空気圧は絶対に抜かないこと。

(4) 月に１度は空気圧点検を

タイヤの空気圧は自然漏洩により低下する。一

般的には１ケ月に３～５％低下する。

(5) スペアタイヤも点検する

スペアタイヤの空気圧点検も定期的に実施し、

自動車メーカーの指定最高空気圧に調整する。

(6) バルブキャップを忘れずに

バルブからの空気もれを防ぐため、点検・調整

後に必ずバルブ口に石鹸水をつけ、空気もれのな

いことを確認する。点検・調整後は必ずバルブキ

ャップを取付ける。

図4 小型トラック用タイヤの空気圧調査結果

表３　空気圧に関する認識度調査結果
＜乗用車＞

1996/7/26 1997/7/25 1998/7/24 1999/7/23 2000/7/28

知っている 61.0％ 51.9％ － 54.5％ 35.8％

知らない 39.0％ 48.1％ － 45.5％ 64.2％

合　計 218人 233人 － 222人 212人

＜貸切バス＞

1996/7/26 1997/7/25 1998/7/24 1999/7/23 2000/7/28

知っている － － － 81.6％ 64.3％

知らない － － － 18.4％ 35.7％

合　計 － － － 49人 56人



2001予防時報207

協会だより
損害保険業界や日本損害保険協会の諸事業や主な出来事のう

ち、特に安全防災活動を中心にお知らせするページです。こ

れらの活動等について、ご意見やご質問がございましたら、

何なりとお気軽に編集部あてお寄せください。

・『2001防災シンポジウムIN宮城』を開催しま

した

当協会では、一般市民を対象に防災意識の啓発

を目的とした防災シンポジウムを例年開催してお

りますが、本年 7月5日（木）に宮城県および仙

台市との共同主催により仙台市の仙台電力ホール

で『2001防災シンポジウムIN宮城「大地震そのと

きあなたは！ 宮城県沖地震の再来に備えて Jj 

を開催し、約800名の参加者を得、盛況に終了し

ました。

今回は、基調講演に東北大学大学院教授で地震

予知連絡会会長の大竹政和氏、コーデイネーター

に元NHK解説委員伊藤和明氏およびパネラーに

岩手県立大学教授首藤伸夫氏および東京大学社会

情報研究所所長！責井惰氏らを迎えました。

基調講演では、切迫する宮城県沖地震に備え、

建物の耐震補強が最優先であること、パネルデイ

スカッションでは、津波に強いまちづくり、ブロ

ック塀や自動販売機、家具の固定といった身近な

取組み、災害時の防災リーダーの育成などについ

て各出演者より話題提供があり、市民一人一人が、

地震発生時には自らの身を守る心構えと自覚が必

要であることを訴えたものとなりました。

・「地域防災対策推進指導者養成講座」を開講

しています

当協会では、富士常葉大学・富士市・富士行政

センターとの共催で、社会人や学生のための生涯

学習教育を目指した市民公開講座「地域防災対策

推進指導者養成講座」を 9月19日（水）から静岡

県富士市で開講しています。

本講座は、東海地震の発生が懸念され地震防災

対策強化地域に指定されている静岡県で、広く地

域住民の方々に防災に関する知識を身につけて

いただくとともに、防災活動の必要性を認識し

ていただき、日頃から防災対策の推進や災害時

の応急対策を講ずる地域防災リーダーとして活

躍していくための知識を提供するものです。

各講座には、防災分野専門の有識者、研究者、

実務者等を講師陣に迎え、全11回（開校式・オ

リエンテーション、専門科目 10科目： l科目90

分）によって構成され、受講修了者には、富士

常葉大学学長から修了証書が授与されることに

なっていますc

安本講座への参加申し込み等については、当協
せん寸＇ c、

会静岡支部（担当：泉瑞、 TEL: 054-252・1843)

へお問い合わせください。なお、応募多数の場

合は、先着申込Jil買とし、定員に達し次第応募締

切りとさせていただきます。

［概要］

＜期間＞2001年9月19日（水）～11月28日（水）

18:30～20:00 

※全11回 全て水曜日に開催

＜会場＞富士市民センター 1階会議室

（静岡県富士市富士町20番1号、

JR富士駅から徒歩5分）

＜参加費＞無料

＜定員＞100名

10月以降の日程およびテーマは以下のとおり

です0

・10/3 （水）地震発生の成因と予知

. 10/10 （水） T 0 KA I Oと被害想定

・10/17（水）地震災害からの保全

. 10/24 （水）災害情報とメディア

・10/31（水）消防活動と地域社会

・11/7 （水）構造物の耐震化

49 
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協会だより

. 11/14 （水）災害の経済的側面

・11/21（水）富士山と砂防

. 11/28 （水）災害発生時の人間行動

・平成13年度「防火ポスター」を作成しました

当協会では、火災予防PRに役立てるため、総務

省消防庁との共同企画により、秋の全国火災予

防運動（11月9日～11月15日）に先がけて、全国

統一防火標語『たしかめてO 火を消してから

次のこと』を掲載した防火ポスター（モデル：

柴咲コウさん、撮影：加納典明氏、裏表紙参照）

を作成し、 48万枚を総務省消防庁に寄贈しまし

た。

＊本ポスターを先着100名様にプレゼントしま

す。ご希望の方は、ハガキに住所・氏名・電話

番号をご記入のうえ、「ポスター希望Jと明記し、

下記あてにお申し込み下さい。

〒101-8335 東京都千代田区神田淡路町2・9

社団法人 日本損害保険協会

「防火ポスタープレゼント」係

締切り： 10月31日（水）く必着＞

当協会ホームページ（http://www.sonpo.or.jp)

からもご応募できます。

．交通危険度診断法人向けサービスを開始しま

した

当協会では、（財）交通事故総合分析センター

の過去6年分の交通事故データを分析した結果、

特定の日に明らかに通常のレベルより多くの事

故が発生していることがわかりました。

この結果を「事故多発日目」として、日にちご

とに 4段階（法人の場合は 3段階）の「交通危

険度」として分類・加工し、本年 5月より当協

会のホームページ（h抗p://www.sonpo.or.jp）に

おいて広く一般の方に提供しております。

このたび、この個人向けサービスに加え、法

50 

人向けサービスも提供することとし、 7月から

スタートしました。

法人向けデータは、選任事業所別・第1当事者

の車種別・目的別に関する日別の事故件数デー

タで、昼夜・天候・道路形状・事故類型・シー

トベルト着用有無・飲酒運転の情報項目がある

ものをデータとして分析した結果を利用したも

のです。

詳しくは、当協会ホームページをご覧くださ

し30 

※事故多発日とは、各月の 1日当たりの平均

的な交通事故による被害者数（法人の場合は事

故件数）に対し、 1.5倍以上（法人の場合は1.3倍

以上）多くの被害者（法人の場合は事故）が発

生する傾向が顕著な日のことです。

eNPOのためのリスクマネジメントガイドブッ

クを作成

当協会では、 NPO推進事業の一環として、

NPOを取り巻くリスクに焦点を当てたガイドブ

ック「NPOのためのリスクマネジメント～リス

クと上手につきあうには・・・」（A4判、 24ペー

ジ）を作成しました。

NPO活動に関係されている方の多くは、活動

上の様々なリスクが存在していることについて

感じてはいるものの、必ずしも明確な認識とは

なっておらず、漠然とした不安を抱いているの

が実態のようです。

このガイドブックでは、 NPO関係者の方々に、

NPOを取り巻くリスクが、複雑・多様であるこ

とを認識していただき、リスク対策の必要性を

理解していただくことを主眼としています。

ガイドブック冒頭では、「組織のリスクを把握

しているか」「重要な契約については、文書を交

わしているかJなど15のチェック項目を掲載し、

組織のリスク対応度が図れるようになっていま



す。

その上で、 NPOのリスクについては、現金等

の管理、情報管理、労務管理といった組織運営上

起こる可能性のあるリスク（運営リスク）とホー

ムヘルプ事業、国際協力、野外教育活動など事業

活動分野ごとのリスク（事業リスク）の2つに分

けて、具体的なリスクとその対処方法についてそ

れぞれ5つの事例を用いてわかりやすく紹介して

います。さらに巻末では、実際にリスクマネジメ

ントを行う際の参考資料として「リスク洗い出し

シート」や「リスクマネジメント・プランシート」

なども掲載しています。

NPO侃：I
uスク..~1~H.；~， 4~·.＜＞ 1 

マネジメント
・・岬蝿誕百・Eヨ個師晶2::;Gl園長..... 

社団法人日本舗書鍵険箇会

＊本ガイドブックをご希望の方には、お一人 1冊

無料で提供しています。郵便番号、住所、氏名、

電話番号を明記の上、郵送料として200円分の切

手を同封し、下記までお申し込み下さい。

干101-8335 東京都千代田区神田淡路町2-9

社団法人 日本損害保険協会安全防災部

「Np Oリスクガイドブック」係

・「企業の自動車事故防止・軽減に資する手法

の調査・研究報告書」を作成しました

当協会では、安全防災活動の基礎となる種々の
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調査・研究を行っていますが、このたびその一

環として、自動車事故が企業利益に及ぼす影響

等について調査し、自動車事故防止・軽減に資

する手法を取りまとめた掲記報告書（A4判、 61

ページ）を作成いたしました。

＜本報告書の主な内容＞

(1）交通事故の現状と事故防止の必要性

2000年中の交通事故の現状と1999年度の自動車

保険（白賠責保険と任意自動車保険）で支払わ

れた保険金の総額、およびこれら自動車保険デ

ータから推計される人身・物損合わせた経済的

損失額について概説している。

また、自動車事故を防止・軽減するための対

策の必要性および防止方法についても触れてい

る。

(2）自動車事故による費用損失の調査事例

自動車事故が企業にどのような影響（損失）

を与えているのかなどを把握するために、「売上

高と自動車保険料の実態調査Jおよび「個々の

事故事例実態調査jの結果について紹介してい

る。

(3）自動車事故による費用把握シートの作成

企業の自動車保険料負担という観点から、効

果的・効率的な自動車事故防止・軽減対策を講

じ、経営の安定に資することを目的とした費用

把握シートの作成について解説している。

(4）自動車事故防止対策策定のための確認シート

自動車事故によって経営に与える損失を把握

する2種類のシートと防止・軽減するための対策

シートの3種類のシートの考え方および使用方法

について角平言iしている。

(5）その他

参考資料として、リスクマネジメントの概要、

事故に伴う費用損失の主な研究内容、ヒアリン

グ企業の交通安全に関する取り組み内容および

自動車事故防止対策策定のための確認シートを

51 
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協会だより

掲載している。

女なお、本報告書は当協会のホームページ

(h仕p://www.sonpo.or.jp）にPDFファイル形式で

全文を掲載している他、冊子を有償（冊子440円、

送料240円）で配布しています。詳細につきまし

ては、当協会安全防災部交通安全・防災技術グ

ループ（TEL:03-325与1397）までお問い合わせ下

さし＇o

．交通安全情報誌「C&I」Vol.20を発行しまし

た

当協会では、交通安全に関する各種情報を広

く一般にわかりやすく情報発信するための冊子

「C&I(CRASH&INSURANCE）」を年2回（ 3月、

8月）発行し、実費による頒布を行っています。

今回は、特集として下記のとおり「なぜ踏み込

めない？急ブレーキj「交通事故の全体像2001-

自動車保険データにみる交通事故の実態－」を

掲載しております。

{CONTENTS} 

特集 1 なぜ踏めない？急ブレーキ

．なぜ急ブレーキが大切なのか？

・ブレーキはどのように進化したか

52 

－なぜ急、ブレーキが踏めないのか？

・ABSとブレーキアシストの効果

－急、ブレーキの踏み方

特集 2 交通事故の全体像2001－自動車保険デ

ータにみる交通事故の実態ー

－交通事故による経済的損失額は年間3兆4806億

円

－年間の被害者数は125万人

－物損事故による損害物件数は年間で674万件

．加害者でも被害者でも突出する若者

－事故類型別にみた交通事故の特徴

トピックス 自動車盗難一英国調査に学ぶー

＊本冊子をご希望の方は下記損保セーフテ

ィ事務局へご連絡ください。なお、当協会

ホームページ（h仕p://www.sonpo.or担）に

もPDFファイル形式で全丈を掲載していま

す。

頒布価格： 1冊130円（送料別）

申込先：損保セーフティ事務局

TEL: 03-3561-2592 

受付時間 9:00～18:00 （月曜～金曜）
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2001年４月・５月・６月

災害メモ

ョン「横浜マリンハイツ２号館」２

階から出火。３名死亡。１名負傷。

●５・５　千葉県四街道市の土木建

築会社「菊地組」の鉄骨プレハブ２

階建宿舎から出火。11名死亡。

●５・18 静岡県静岡市の木造３

階建住宅から出火。隣接する民家に

延焼し４棟全半焼。７名死亡。

●５・18 石川県珠洲郡内浦町の

山林から出火。強風で集落まで約

100mのところまで延焼し152世帯に

避難勧告。約60ha焼損。

●５・19 滋賀県蒲生郡安土町の

きぬがさ山で火災。約57ha焼損。

●６・17 大阪府枚方市の木造２

階建アパート「須山ハイツ」付近か

ら出火。４名死亡。１名負傷。

★陸上交通

●４・９　北海道網走郡津別町の橋

の上で対向車線にはみ出した軽乗用

車が、軽乗用車と正面衝突。３名死

亡。３名負傷。

●４・13 栃木県鹿沼市の市道で

スリップした乗用車がセンターライ

ンを越え、対向の乗用車と衝突。３

名死亡。１名負傷。

●４・15 静岡県袋井市の池に乗

用車が転落。４名死亡。

●４・21 栃木県那須郡那須町の

東北自動車道上り線でワゴン車が路

肩のガードレールに衝突、炎上。３

名死亡。９名負傷。

●５・10 福島県郡山市の国道49

号で対向車線にはみ出したRV車が

タンクローリー車と正面衝突。３名

死亡。

●５・16 福島県伊達郡国見町の

国道４号でワゴン車とトラックが正

面衝突。３名死亡。３名負傷。

●５・31 愛知県一宮市の国道22

号の交差点でトラックが信号待ちの

軽乗用車に追突、軽乗用車の前に停

止していたライトバンなどを巻き込

★火災

●４・５　北海道雨竜郡秩父別町の

木造２階建住宅から出火。３名死

亡。

●４・９　山梨県塩山市の牛奧山桜

沢付近の民有林で下草を焼いていた

火から延焼。雑木林約20ha焼損。１

名死亡。

●４・10 秋田県男鹿市の寒風山南

側斜面から出火。約150ha焼損。

1,000万円を超える被害。

●４・15 京都府城陽市のホームセ

ンター「キッコリー城陽店」屋上駐

車場で駐車中の乗用車から出火。車

内にいた乳幼児３名死亡。

●４・16 大分県玖珠郡玖珠町の万

年山牧場で野焼きの火が風にあおら

れ万年山北西部に延焼。山林や原野

など約150ha焼失。

●４・18 青森県三戸郡南郷村で山

火事発生。八戸市側にも燃え移り19

世帯に避難勧告。約74ha焼損。

●４・21 大分県臼杵市の木造２階

建て住宅から出火。５名死亡。

●４・22 長野県長野市の山林で火

災。強風で延焼し、約28ha焼失。被

害額約3,500万円。

●４・27 神奈川県横浜市のマンシ

み玉突き衝突。３名死亡。５名負

傷。

●６・４　栃木県河内郡上河内町の

東北道上り線で大型トラックが乗用

車に追突、さらに乗用車の前の観光

バスに追突。弾みでトラックと乗用

車が中央分離帯に衝突、炎上。３名

死亡。22名負傷。

●６・11 北海道白糠郡音別町の国

道38号で乗用車と４tトラックが正

面衝突。乗用車の３名死亡。

●６・16 北海道北見市で乗用車と

ワゴン車が正面衝突。３名死亡。３

名負傷。

●６・24 福井県勝山市の京福電鉄

越前本線で電車同士が正面衝突。

（グラビアページへ）

★海難

●４・10 高知県足摺岬沖で韓国船

籍の貨物船が消息を絶つ。28名行方

不明。

●６・29 静岡県下田市沖で貨物船

同士が衝突。１名死亡。２名行方不

明。

★航空

●５・19 三重県桑名市上空で訓練

中の２人乗りヘリコプターと４人乗

り軽飛行機が衝突、墜落。６名死亡。

機体炎上で民家など２棟が焼損。飛

び散った金属部品で地上の男性１名

負傷。

●５・21 グアム島の北北西約

240kmの太平洋上空で関西空港発グ

アム行き全日空173便ジャンボ機が

乱気流に遭遇。19名負傷。

★自然

●６・19 西日本を中心に各地で梅

雨前線の影響による大雨。土砂崩れ、

交通網混乱などの被害。１名死亡。

16名負傷。

●６・28 九州などで梅雨前線の影
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響による豪雨。鉄砲水で家屋の損壊、

民家の浸水などの被害。２名負傷。

★その他

●４・２　兵庫県神戸市の三菱重工

神戸造船所に係留中の砂利運搬船で

酸欠事故。作業員２名死亡。

●６・25 北海道北広島市の上空で

航空自衛隊F4EJ改ファントム戦闘

機が20mm機関砲188発を誤発射。約

10km離れた福祉施設敷地内に着弾。

施設の屋根や駐車車両など破損。

★海外

●４・１　バングラデシュで猛烈な

暴風雨。ベンガル湾で漁船12隻沈没。

40名死亡。

●４・６　中国・陜西省の炭鉱でガ

ス爆発。38名死亡。16名負傷。

●４・８　中国・陜西省で道教の縁

日に群衆数万人が押し寄せ大混雑。

圧死などで16名死亡。６名負傷。

●４・９　中国・広東省の高速道路

で走行中のバスが突然炎上。25名死

亡。

●４・11 南アフリカ・ヨハネスバ

ーグのサッカースタジアムで場外の

ファンが試合を観戦しようとスタジ

アム内になだれ込み、転倒者続出。

47名死亡。100名負傷。

●４・21 中国・陜西省の炭坑で大

規模なガス爆発。48名死亡。

●５月　中国・広西チワン族自治区

で豪雨が続く。河川の洪水で約

16,000家屋が倒壊。約500万人が被

災し、経済損失17億元（約252億円）。

66名死亡。3,200名負傷。

●５・１　中国・四川省で大規模な

土砂崩れ発生。65名死亡。

●５・２　中国・広西省の炭鉱で落

盤。28名死亡。

●５・３　コンゴ・ゴマの湖でフェ

リー沈没。４名死亡。約50名行方不

明。

●５・４　タイ北部で豪雨による洪

水。33名死亡。

●５・15 ハイチ・ポルトープラン

スなどで豪雨。26名死亡。11名負

傷。

●５・17 イラン・サリ付近で航空

機墜落。29名死亡。

●５・18 中国・四川省の炭鉱で出

水。39名死亡。

●５・20 中国・四川省の炭鉱でガ

ス爆発。19名死亡。

●５・23 ロシア・カリニングラー

ドでバスと列車が踏切で衝突。12名

死亡。18名負傷。

●５・24 イスラエル・エルサレム

で結婚式場ビル崩壊。23名死亡。

360名負傷。

●６・１　バングラデシュ・ベンガ

ル湾でフェリー沈没。20名死亡。

●６・８　中国・広西省チワン族自

治区で長距離バスが山間部のダムに

転落。32名死亡。８名負傷。

●６・12 エクアドル・キト近郊で

豪雨のため地滑り発生。36名死亡。

●６・22 インド・ケララで急行列

車が橋の上で脱線。６両のうち３両

が川に転落。54名死亡。200名負傷。

●６・23 ペルー南部で大規模な地

震発生。（グラビアページへ）

昭和
25年

編集委員

阿知波正道安田火災海上保険株式会社

奥田啓介 東京海上火災保険株式会社

北森俊行 法政大学教授

小出五郎 日本放送協会解説委員

斎藤　威 科学警察研究所交通部長

鈴木淳雄 東京消防庁予防部長

長谷川俊明弁護士

森宮　康 明治大学教授

山岸米二郎高度情報科学技術研究機構

招聘研究員

山崎文雄 東京大学生産技術研究所

助教授

吉田幸弘 住友海上火災保険株式会社

編集後記
今年の夏は記録的な暑さでした。

特に、私が住む東京都練馬区は、日
本におけるヒートアイランドの中心
のような場所になっており、大変な
思いをしました。
練馬区周辺の暑さの要因としては
いろいろ挙げられていますが、いず
れにしても、人為的な要因が相当影
響していることは間違いありませ
ん。
また、練馬区周辺ではここ数年、

非常に激しい雨がたびたび降るよう
になりました。この原因も科学的な
解明が進められているようですが、
やはりヒートアイランド現象が一因
になっていることは間違いないよう
です。
温暖化の防止は地球規模の必須テ
ーマですが、地域ベースでも緊急に
取り組む必要があるのかも知れませ
ん。 （坂本）
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1 ベルー南部で大地震！
l津波も発生し死者・行方不明者190人超！！

2001年6月23日午後3時30分ごろ、ぺル

ー南部アレキパ州の太平洋沿岸地帯を震源

とするマグニチュード7.9の地震が発生し

た。

この地震により、ぺル一第2の都市アレ

キパやチリ国境に近いモケグアを中心に、

死者102人、行方不明53人、負傷者1,386人、

4方8,000人が家屋を失う被害が出た（ 6 

月26日現在）。さらに、太平洋沿岸部の町

では地震による津波のため少なくとも39人

以上が死亡した。

現地では、余震が続いたうえ、交通手段

や通信手段が寸断されたため救出活動は難

航した。

写真は、被害が大きかったぺルー南部の

町モケグア。

。ロイター・サン

2001年ア丹毒患手長期、政シア東シベリ

ア的イルフーツタ近簿で、ウラジオスト
ヲ競空の接客機ツポレフ154型機が墜落

した。この導主主で業容！室長員145入金員が

死亡した。
ツポレフ154型機詰；ウラル掲方的エカ

テリンブル7'1Jlち極東めウラジオストヲ
iこ向かっていたが、中継織のイルクーツ

ヲ謹港記着躍する0)（こ失費支し、イルウー

ツタ申込書草かも約30給於離れたブ〉レダコフ

タ将に韓議l.,会。巻き2蓄えになった住毘

はい挙がったg

ま柔構謡査委員会によると、事故を起こ
じた犠樟註イル夕日ツヲ室主港着醸の欝、
l韓糊震が被葬者務えたため、高度＇800m

できりもみ状態となった。エンジンや機
器類に薬常がなかっ金ことがち、整落0)
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列車同士が正面衝突！乗客・乗員25人負傷~
平成13年 6月24日午後6時5分ごろ、福井県勝山市鹿奇 12年12月17日にも、 26人の死傷者を出す電車同士の正面衝

町の京福電鉄越前本線の発坂～保田聞で、下り急行電車と 突事故があった。

上り普通電車が正面衝突した。 写真は正面衝突した電車。双方とも前部がつぶれている。

事故が、起きたのは発坂駅から福井寄り約400mの地点で、 。読売新聞社

衝突した電車はともに前部の

乗務員室がつぶれるなど大破

した。

この事故で双方の運転士と

乗客計25人が重軽傷を負っ

た。

越前本線は単線のため、普

通電車は発坂駅で急行電車が

通過するのを待ってから出発

することになっていたが、通

過待ちをせずに出発したため

に事故につながった。

福井県警捜査本部の調べで

は、出発信号に異常がないこ

とから、普通電車の運転士が

出発時刻の確認を怠ったう

え、信号を見落としたのが事

故の原因とみられている。

京福電鉄越前本線では平成

明
石
市
の
歩
道
橋
で
花
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大
会
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物
客
が
圧
死
。
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平成13年7月21日午後S時35合ごろ、兵庫県明石 故につながった。

市の大蔵海岸とJR朝霧駅を結ぶ連絡歩道橋で花火大会 歩道橋は長さ約110m、幅約 6mで、海岸と駅を結

の見物客がもみ合いと立って転慨し、 11人が死亡、 ぶ通銘は付近ではこの歩道播しか者かったが＼一方

185人が負犠した（ 8FJ613現在）。 通行や通行の分流規制などは行われていなかった。

事裁当自はJR朝霧駅の南側にある大韓海岸で明石市 兵庫県警捜査本部は、人の誘導や分断など混雑留

民夏まつりの花火大舎が行われており、約13万人の人 選策が適切であれば事設を妨げた可能性があるとみ

出があった。 て、業務上過失致死揮の疑いで捜査を進めている。

花火大会の終了後、駅に向う見物客と海岸に向う人 写真は事故が起こった歩道橋。

が歩道橋上で入り交じり、混雑が限界を趨えたため事 ＠諒亮新聞社



安全防災関係 主な刊行物／ビデオのご案内

く刊行物＞

• C & I （交通安全情報誌、年2回発行）
・交通安全の基礎知識 （交通安全マニュアル）
．交通安全情報源ファイル

－自動車保険データに見る交通事故の実態 2001

・安全装備 （シートベルト）の分析報告書
・シニア ドライバーの交通事故に関する調査報告書
．車両形状別・シートベルトの分析報告書

くビデオ＞
・ザ・チャイルドシート［29分］

・ザ・シートベルト ［37分］
・ザ ・シートベル ト2 [22分］

－交通事故データと自動車保険データの統合およびその活
用に関する調査研究報告書

－交通事故被害者の受傷状況についての分析｜ 、II
．交通事故死傷者の人身損失額と受傷状況の研究

－シヱアドライバ一

一急増するドライハーの事故一［35分］

・交差点事故を防ぐ ［18分］
－追突ー混合交通の落とし穴 ［27分］

。「C& I Jおよび各ビデオは、実費で頒布しております。損保セーフティ事務局 （TEL(03)3561-2592、受付時間

AM9:00～PM6:00 （月曜～金曜）） にお申し込みくださし、。その他の刊行物につきましては、当協会安全防災部交通安全・
防災技術グループ （TEL(03)3255・1397）までお問い合わせください。

安全技術関係

＜刊行物＞

－予防時報 （季刊）
－災害に負けない企業づくり

－危険物と産業災害一知っておきたい知識と対策一
・地震と産業被害 （山崎文雄著）

－世界の重大自然災害
・世界の重大産業災害
・EUの環境影響7セスメント規制に関する調査・研究報告書

．工場防火に関する調査 ・研究報告書

－企業のリスクマネジメン トに関する調査・研究報告書

．建物の耐震技術に関する調査・研究報告書

・企業の自動車事故防止・軽減に資する手法の調査・研究

報告書

・改正建築基準法に関する調査・研究報告書
・EUの労働安全衛生に係る規制に関する調査・研究報告書
．工場・倉庫建物の強風対策に関する調査・研究報告書

・海外安全法令シリ ーズ （NO‘1～13)

。各種刊行物につきましては、当協会安全防災部交通安全・防災技術グループ（TEL(03)3255・1397）までお問い合わせください二」

災害予防関係

＜刊行物＞
－巨大地震と防災
・津波防災を考えるー付・全国地域別津波情報ー
．ドリルDE防災

一災害からあなたを守る国語 ・算数・理科 ・社会一
．ドリルDE防災 PartII 

一災害からあなたを守る国語・算数・理科・社会一

．古都の防災を考えるー歴史環境の保全と都市防災一

＜ビデオ＞
・開国迫る ！日本の機械安全一国際安全開基l幻 12100- (26分1
・自然災害を知り備える 平成の災害史ー （25分］

・河川災害の教訓［24分］

・風水害に備える ［21分］

－その時きみは7一良太とピカリの地震防災学一 ［19分］
・地震！ I ~二 y クを避けるために［23 分］
・地震 1その時のために一家庭でできる地震対策 [28分1
・検！iE'91台風19-l量 風の傷跡一［30分］
・火山災害を知る （日）（芙）[25分］

－火災と事故の昭和史 （日）（芙｝[30分］

二コ
－変化の時代のリスクマネジメント

一企業は今リスクをど うとらえるべきかー （森宮康著）
・クラグラドンかーやってきた （防災絵本一手引寄付き ） 

・地震 1グラッとくる前に一大地震に学ぶ家庭内防災ー

・検証91台風19号 風 の 傷 跡ー

・地域の安全を見つめる一地域別 「気象災害の特徴J
．災害絵図集ー絵でみる災害の歴史一

・高齢化社会と介護一安心への知恵と備えー ［30分］

・昭和の自然災害と防災 （日）（芙）[30分］
－応急手当の知識［26分］
－稲むらの火［16分］

・絵図に見るー災害の歴史 [21分］

・老人福祉施設の防災［18分］

・羽（fたけピータン［16分］

・森と子どもの歌 ［15分］

・あなたと防災一身近な危険を考えるー［21分］

。ビデオl手、防災講演会や座談会などにご利用ください。当協会各支部［北海道＝（011)231・3815、東北＝（022)221-6466、

新潟＝（025)223-0039、東京＝（03)3255-1450、後浜ニ（045)681-1966、静岡＝（054)252・1843、金沢＝（076)221-1149、名古屋

=(052)971・1201、京都＝（075)221・2670、大阪＝ (06)6202-8761、神戸＝（078)326・0011、中国ニ（082)247-4529、四国

=(087)851 3344、九州＝（092)771・9766、沖縄＝（098)862・8363］にて、無料貸し出ししております。各種刊行物につきまし
では、安全防災部防災広報グループ （TEL(03)3255-1217）までお問い合わせください。ピテオについては、上記記載のほ

か多種用意しております。



日本損害保険協会の安全防災事業

交通安全のために

・支通安全啓発のための広報活動
．交通安全推進ビデオの制作・頒布
．交通安全情報誌の発行
．交通安全教育事業への協力
・救急医療体制整備の援助
．交通事故防止機器材の寄贈

災害予防のために

．消防自動車の寄贈
・防火ポスターの寄贈
．防災シンポジウムの開催
・防災講演会の開催
・防火標語の募集
・防災図書の発行
．防災映画・ビデオの制作・貸出

安全防災に関する調査・研究活動

交通事故、火災、自然災害、傷害、
賠償責任等さまざまなリスクとその
安全防災対策について、調査 ・研究
活動を進めています。

たしかめて。
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年
の 日本興亜損保

日本地震
富士火災
三井海上

三井ダイレク卜

三井ライフ損保

明治損保
安田火災
安田ライフ損保

安田ライフずイレクト

｛社員会社50音順｝

大成火災
太陽火災
第一ライフ損保

大同火災
東京海上

トーア再保険
日動火災
日産火災
日新火災
ニッセイ周平財蔚果

あいおい損｛呆

アクサ損保
朝日火災
共栄火災
ジェイアイ
スミセイ損保
住友海上

セコム損害保険

セゾン自動車火災

ソニー損保
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本誌は以下の用紙を使用しています．

用紙 ｜ 古紙書有率

A2コート円 1 100軸
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日本損害保険協会のホームページでは、 損害

保険に関する基礎的な情報を提供していますc

http://www.sonpo o「jp 


